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序　　　　　文

独立行政法人国際協力機構は、グアテマラ政府より技術協力の要請を受け、「地方自治体能力

強化プロジェクト」を、2013 年 3 月から 2016 年 9 月まで、3 年 6 ヶ月の計画で実施しています。

今般、事業が終了を目前に控え、事業の活動の進捗状況、実績を整理・確認をするとともに、

事業について評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から評価を行

うため、2016 年 5 月 15 日から 5 月 28 日まで、終了時評価調査を行いました。

本報告書は、同調査団による協議結果及び評価結果を取りまとめたものであり、本事業終了後

の持続的な体制構築に資するとともに、今後のグアテマラにおける地方行政の能力強化を進める

上での指針となることを祈念します。最後に、本調査にご協力とご支援を頂いた内外関係者の

方々に深い謝意を表します。

2017 年 1 月

独立行政法人国際協力機構

産業開発・公共政策部長　井倉　義伸
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略　語　表

略語 正式名称（英訳） 和訳

AGUABEJA Association of the Ex Trainees of Japan 帰国研修員同窓会

CCC Joint Coordination Committee 合同調整委員会

COCODE Community Development Council コミュニティ開発審議会

CODEDE Department Development Council 県開発審議会

COMUDE Municipal Development Council 市開発審議会

COMUSAN
Municipal Commission of Food Security and 
Nutrition

市食糧安全保障審議会

CONALFA National Committee of Literacy 国家識字委員会

CONRED
National Coordinator for Disaster Reduction of 
Guatemala

国家災害対策調整委員会

DMP Municipal Direction of Planning 市計画局

JCC Joint Coordination Committee 合同調整委員会

JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構

MAGA Ministry of Agriculture, Livestock and Food 農牧食糧省

MIDES Ministry of Social Development 社会開発省

MM Minutes of the Meeting 協議議事録

OMM Municipal Office for Women 市女性支援室

ONG Non-Governmental Organization 非営利組織（NGO）

PDM Project Design Matrix
プロジェクト・デザイン・マトリッ

クス

PO Plan of Operation 活動計画表

POA Annual Plan of Operation 年間活動計画

Prodeca GL
Project for the Capacity Development of the 
Local Governments

地方自治体能力強化プロジェクト

REDCAM
Network of the Central America, Caribbean and 
Mexico for Participatory Rural Development

中米・カリブ・メキシコ地域参加型

村落開発ネットワーク

SEGEPLAN
Secretary of Planning and Programming of the 
Presidency

大統領府計画庁

SNIP Information System of the Public Investment 公共投資情報システム

SOSEP Secretary of Social Works of the First Lady 大統領夫人社会事業庁

UPEM Unit of the Municipal Economic Promotion 市経済促進部

UTAM Agro-technical Unit of the Municipality 市経済技術部

UTD Department Technical Unit 県技術支援委員会
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１－１　協力の背景と概要

グアテマラでは半数の人口が貧困層に区分され、特に地方部に貧困層が集中しており、同国

政府は貧困削減の取り組み強化に取り組んでいる。地方分権化として開発審議会制度を通じて

地域住民のニーズに沿った開発計画策定を目指している。しかしながら、市は分権化によって

移譲された権限や配賦された開発資金を十分に活かしきれておらず、また他の組織との調整も

十分に行えていなかった。JICA は国別研修「公共政策の立案能力向上」、個別専門家派遣によ

り、同国西部の 3 県（サンマルコス県、ウエウエテナンゴ県、キチェ県）の自治体を支援して

きた。これらの支援による成果を踏まえ、市が実施する社会開発事業の計画、実施、モニタリ

ング、評価を強化する技術協力が SEGEPLAN により要請された。

１－２　協力内容

本プロジェクトは、グアテマラ西部の 3 県 8 市（サンマルコス県（イシチグアン市、シビナ

ル市）、ウエウエテナンゴ県（テクティタン市、ウニオン・カンティニル市、サンマテオ・イシ

タタン市）、キチェ県（ウスパンタン市、サンバルトロメ・ホコテナンゴ市、カニジャ市））に

おいて市の社会開発事業のマネジメントを向上させることを目標として、その枠組み及び手法

を体系化し、市役所関係者に対する研修を行い、パイロット・コミュニティにおいて生活改善

活動を試行した。

（１）上位目標

パイロット市において市民の生活状況が改善する。

（２）プロジェクト目標

パイロット市において市役所による社会開発事業の計画策定・予算化・実施・モニタリ

ング評価（M&E）が改善する。

（３）成果

１．生活改善アプローチを取り入れた市役所による社会開発事業の実施体制のためのマネ

ジメント枠組みが構築される。

２．自治体の能力評価結果及び管轄事項に基づき、市役所による社会開発事業にかかるプ

１．案件の概要

国名：グアテマラ共和国 案件名：地方自治体能力強化プロジェクト

分野：ガバナンス・地方行政 援助形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：産業開発・公共政策部ガ

バナンスグループ

協力金額（評価時点）：2.2 億円

協力

期間

（R/D）：2012 年 12 月 17 日

2013 年 3 月～ 2016 年 9 月

先方関係機関：大統領府企画庁（SEGEPLAN）

日本側協力機関：なし

他の関連協力：国別研修「公共政策の立案能力向上」（2005
年～ 2007 年）、個別専門家「貧困削減に向けた地方行政

能力強化アドバイザー」（2010 年～ 2012 年）

終了時評価結果要約表（和文）
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ロジェクトサイクルマネジメントの手法が体系化される。

３．パイロット市の市幹部、市役所職員の市役所による社会開発事業に係るプロジェクト

サイクルマネジメントについての知識が向上する。

４．パイロット市の市長、市幹部、市役所職員の生活改善アプローチを取り入れた社会開

発事業のプロジェクトサイクルマネジメントの実施能力が向上する。

５．パイロット市における市役所による社会開発事業のアプローチの理解が促進される。

６．パイロット市から得られた先進事例（グッドプラクティス）と経験をパイロット市及

びその他の市で共有するための仕組みが構築され、機能する。

（４）投入（評価時点）

日本側：総投入額　2.2 億円

長期専門派遣 4 人、研修員受入（本邦）29 人、研修員受入（第三国）25 人、機材供与（PC、
オフィス機器等）、ローカルコスト負担

グアテマラ側：

カウンターパート配置、土地・施設提供、ローカルコスト負担

３－１　実績の確認

３－１－１　プロジェクト目標の達成度（一部達成）

「パイロット市において市役所による社会開発事業の計画策定・予算化・実施・モニタリ

ング評価（M&E）が改善する。」

2015 年までの政権により年間活動計画（POA）に反映された社会開発事業の件数は増加し

たが、政権交代のあったパイロット 5 市では成果 3 で述べるように市役所幹部・職員の能力

向上は途上にあることを考えると、現時点でパイロット 8 市の社会開発事業が改善したと結

論付けることはできないため、プロジェクト目標の達成度は部分的である。

指標 １．本プロジェクトで作成したガイドブックに記載されたプロセスと手続きに従い

実施・運営される生活アプローチを取り入れたプロジェクトが、2016 年の市政

予算に前年と比較し多く採択される。

２．本プロジェクト終了までに、生活改善アプローチを取り入れた社会開発事業が

実施されたコミュニティのコミュニティ開発審議会（COCODE）のメンバーの

うち、80％超が社会開発事業の実施体制が改善したと回答する。

２．評価調査団の概要

調査者

団長 / 総括：武田長久　JICA 国際協力専門員

評価企画：木全洋一郎　JICA 産業開発・公共政策部　行財政・金融チーム企画役

評価分析：野口純子　一般財団法人国際開発機構主任研究員

通訳：渡辺香容子　株式会社テクノ・スタッフ通訳

調査期間 2016 年 5 月 15 日～ 2016 年 5 月 28 日 評価種類：終了時評価

３．評価結果の概要
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実績 １． 2016 年に生活改善事業 12 件が POA に計上された。2015 は 11 件であった。それ

以前は 0 件であった。

２．現地調査で訪問したパイロット・コミュニティの COCODE メンバーによる

と、市の普及員の定期的な訪問により生活改善アプローチに関する新しい知識

を得て、地域にある資源を使って活動を展開できるようになった。しかし、他

COCODE からの情報は入手できなかったため、80％超が社会開発事業の実施体

制が改善したかは判断できなかった。

３－１－２　成果の達成度

（１）成果 1（ほぼ達成）

「生活改善アプローチを取り入れた市役所による社会開発事業の実施体制のためのマ

ネジメント枠組みが構築される。」

市役所の社会開発事業マネジメントを支援する SEGEPLAN の役割が明確となり、大半

の市で組織間調整が行われて社会開発事業を実施している。

指標 １．プロジェクト終了時に生活改善アプローチを取り入れた市役所による社会開発

事業実施における SEGEPLAN の責任、役割を記載した文書が作成されている。

２．関係組織間の調整体制を記載した正式文書がそれぞれの市で作成される。

３．市に対する政府技術分野機関からの技術支援が増加する。

実績 １．「地方自治体能力強化プロジェクトの出口戦略」が 2016 年 3 月に作成され、

SEGEPLAN の合意を得ている。この文書には、市役所が生活改善アプローチを

用いて社会開発事業をマネジメントするにあたり SEGEPLAN が促進する際の役

割が説明されている。

２． 5 市において、組織間調整に関する内規が作成された。他 3 市では組織間調整に

関する正式文書はまだないが、組織間調整のもと社会開発事業が実施されてい

る。

３． 6 市において、生活改善事業を実施する際に政府系機関、NGO、国際機関他から

技術支援を受けている。

（２）成果 2（ほぼ達成）

「自治体の能力評価結果及び管轄事項に基づき、市役所による社会開発事業にかかる

プロジェクトサイクルマネジメントの手法が体系化される。」

社会開発事業マネジメント、普及員業務、文書管理に関する資料が作成されている。
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指標 １．プロジェクト終了までに市長、市幹部、市役所技術職員を対象とする、生活改

善アプローチを取り入れた社会開発事業に係るプロジェクトサイクルマネジメ

ント手法に関するガイドブック及び教材が提供可能な状態になる。

２．プロジェクト終了までに市普及員を対象とする、生活改善アプローチを取り

入れた社会開発事業に係るプロジェクトサイクルマネジメント手法に関するマ

ニュアル及び教材が提供可能な状態になる。

３．市長、市幹部、市役所技術職員を対象とした文書管理に関する一連の教材が確

立している。

実績 １．「生活改善アプローチによる市社会開発事業ガイドブック」（第 2 版）が 2016 年

3 月に「組織間調会議事例集」が 2016 年 1 月に作成された。

２．「普及員合同研修プレゼン資料」、「ファシリテーターガイド」、「家庭訪問票」が

作成された。「普及員マニュアル」案は 2016 年 6 月末完成予定。

３．「文書管理ガイドブック」が作成され、SEGEPLAN と全パイロット市に配布され

た。

（３）成果 3（一部達成）

「パイロット市の市幹部、市役所職員の市役所による社会開発事業に係るプロジェク

トサイクルマネジメントについての知識が向上する。」

市役所関係者を対象とした研修は計画どおり実施され、普及員の理解度も計画以上に

向上した。しかしながら、2015 年の選挙で半数以上の人員が交代しており、政権交代以

前の知識が失われている可能性がある。

指標 １．プロジェクト終了までに、パイロット市において、市幹部、市職員、地域リーダー

を対象に計画された研修の 80％が実施される。

２．プロジェクト終了までに、各パイロット市における研修に研修対象者の 90％以

上が参加する。

３．研修終了時の理解度テストの結果、受講者全体の 80％が合格している。

４．プロジェクト終了までに、パイロット市から持続的でアクセス可能な研修実施

機関・内容が明確になる。

実績 １． 2014 年 10 月から 2016 年 5 月までに計画された、市幹部・普及員対象の研修 12
コースのうち、11 コースが実施された（実施率 91％）。

２．市役所関係者を対象とした研修の参加率 109％。本邦研修の参加率 79％、第三

国研修の参加率 100％。

３．第 9 回普及員研修（2015 年 11 月）では 92％の研修員がテストに合格した。

４．ダ・ヴィンチ大学（ウェウェテナンゴ県）が生活改善アプローチのディプロマ

コースの実施機関となる予定。

（４）成果 4（ほぼ達成）

「パイロット市の市長、市幹部、市役所職員の生活改善アプローチを取り入れた社会開

発事業のプロジェクトサイクルマネジメントの実施能力が向上する。」

パイロット市において生活改善アプローチを取り入れた社会開発事業がガイドブックに
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則って実施されている。文書管理については診断・モニタリングはされていない。

指標 １． 2016 年に、各パイロット市におい生活改善アプローチを取り入れた社会開発事

業の 75％が成果 2 で取りまとめられた手順及びフォーマットに則って実施され

ている。

２．少なくとも 16 の生活改善アプローチを実践するグループが、活動の計画、実施、

モニタリング、評価を行う。

３．プロジェクト終了までに全てのパイロット市において、文書管理が実践され、

プロジェクトで作成する文書管理状況基準に基づく診断結果が 1 段階以上あが

る。

実績 １． 2015 年と 2016 年において、パイロット 7 市において計 23 件の生活改善アプロー

チを用いた社会開発事業・活動がガイドブックに則って実施されている。

２．全パイロット市で合計 38 の生活改善グループが活動を実施している。31 グルー

プが生活改善活動を開始し、このうち 15 グループが、生活改善事業 19 件のプ

ロジェクトサイクル（計画 - 実施 - 評価）を完了した。

３．文書管理に関する診断はこれまで行われていない。

（５）成果 5（一部達成）

「パイロット市における市役所による社会開発事業のアプローチの理解が促進される。」

生活改善アプローチへの理解は促進されているが、全パイロット市での情報は入手でき

なかった。

指標 １．パイロット市において、さらに 16 コミュニティが生活改善アプローチ導入に関

して興味を示す。

実績 １．パイロット 1 市で生活改善アプローチの説明を受けた 14 コミュニティが同アプ

ローチの活用に関心を示した。パイロット 6 市の市開発審議会（COMUDE）で

生活改善アプローチが紹介された。

（６）成果 6（ほぼ達成）

「パイロット市から得られた先進事例（グッドプラクティス）と経験をパイロット市及

びその他の市で共有するための仕組みが構築され、機能する。」

パイロット市の社会開発事業マネジメントに関するグッドプラクティスの共有イベント

は対象県の全市で開催されているわけではないが、パイロット市のグッドプラクティスを

他市と共有するための手段と内容は体系化されつつある。
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指標 １．生活改善アプローチのガイドブックやマニュアルの内容にグッドプラクティス

が 3 つ取りまとめられる。

２．案件終了までにパイロット市のグッドプラクティス共有イベントがパイロット

市ごと、県ごとに、それぞれ 1 度ずつ行われる。

３．パイロット県において、新しく 9 市が生活改善アプローチ導入に関して興味を

持つ。

４．パイロット市での経験を踏まえて改善されたガイドブックや教材が、2016 年の

起こりうる政権交代時に新市幹部や新市職員への研修で継続して活用される。

５．政権交代時 80％以上の新市当局が旧当局より生活改善アプローチに関する文書

の引継ぎが行われことを示す。

実績 １．グッドプラクティス 28 件が「生活改善アプローチによる市社会開発事業ガイド

ブック」と各市によって作成された「グッドプラクティス集」に掲載された。

２． 6 パイロット市において生活改善事業・活動のグッドプラクティス共有イベント

が計 9 件開催された。県単位では、3 県でそれぞれ 2 件、2 件、7 件実施された。

３．サンマルコス県の 28 市、ウエウエテナンゴ県の 28 市が生活改善アプローチへ

の関心を示した。

４．「生活改善アプローチによる市社会開発事業ガイドブック」は政権交代のあった

パイロット市を含む 2 県の県技術支援委員会（UTD）と県開発審議会（CODEDE）
に配布された。

５．普及員はパイロット・コミュニティの生活改善活動に関する引継ぎ資料を作成

した。政権交代のあったパイロット 5 市のうち 4 市で引継ぎが行われた。

３－２　評価結果の要約

（１）妥当性（極めて高い）

プロジェクトの目標は総合農村開発、持続的な都市開発、地域計画を優先事項とする「国

家開発計画」（2014 年策定）に合致している。同計画では生活改善アプローチの活用が述

べられている。開発ニーズに関しては、市役所の開発事業はインフラ整備に関するものが

殆どであり、コミュニティの住民が直接裨益する市の事業は実施されていない。社会開発

事業マネジメント向上に対するニーズは大きい。同様に、プロジェクト目標は「対グアテ

マラ国別援助方針」（2013 年）とも整合している。また、プロジェクトのアプローチは、

日本が経験を有する生活改善アプローチの導入、既存メカニズムの活用、ターゲットグ

ループの選定において適切であった。

（２）有効性（中程度）

上述のとおり、政権交代のあったパイロット 5 市における社会開発事業マネジメント向

上の確認が困難であり、プロジェクト目標の達成は部分的である。成果の大半はほぼ達成

した。このうち、特に成果 1、2、3、4 がプロジェクト目標達成に直接貢献している。具

体的には、SEGEPLAN の本庁、県支所、市役所の役割が明確になり、必要な手法が体系化

されることで社会開発事業マネジメントにおける向上につながった。また、役所幹部・職

員が知識だけでなくパイロット事業・活動を通して生活改善アプローチを用いた社会開発

事業の実践やコミュニティによる生活改善活動のファシリテーションの機会を得た。他方、

文書管理に関する成果は社会開発事業マネジメントの能力強化にどのように関連付けられ
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ているのか明確には確認できなかった。

（３）効率性（中程度）

日本側、グアテマラ側の投入は大半が適切に活用され、大半の成果はほぼ計画どおり達

成されたが、以下の点がやや懸念事項であった。第一に、現地コンサルタント 6 人がプロ

ジェクトチームのメンバーとしてプロジェクト終了まで従事する計画であり、日本とメキ

シコでの研修に参加したが、1 年で契約が解消となった。1 人は短期契約ベースでプロジェ

クト活動に関わっているが、残り 5 人の活動経験は、雇用契約解除後はプロジェクト実施

に活かされなかったことになる。第二に、政権交代により普及員の交代があった他、大半

の普及員は生活改善事業の専任でなく、プロジェクト活動に十分な時間を確保することが

できなかった。

（４）インパクト（今後の更なる発現が期待される）

上位目標は「パイロット市において市民の生活状況が改善する。」であるが、市役所の社

会開発事業によりコミュニティの住民の健康状態が改善した、収入の向上・支出の減少が

見られただけでなく、活動を通して住民たち自身が自ら生活の改善のために能動的に考え、

実行する姿勢が出てきたといった正の変化が既に生じている。社会開発事業が継続し、他

コミュニティに普及されれば、さらなるインパクトが期待できる。上位目標以外では、本

邦研修帰国員の尽力により生活改善アプローチが「国家開発計画」に記載されることとなっ

た。負のインパクトは報告されていない。

（５）持続性（中程度）

市役所のマネジメントによる生活改善アプローチを用いた農村開発はグアテマラ政府の

優先事項となっている。普及員研修は成功裏に実施され、ほぼ全てのパイロット市の POA
に社会開発事業が計上されるようになった。普及員は生活改善事業・活動の鍵となるアク

ターであるが、その人数の確保と他市、他コミュニティへの普及に関して若干の懸念があ

る。

３－３　効果発現に貢献した要因

（１）計画内容に関すること

プロジェクト目標の達成は SEGEPLAN の本庁、県支所からの技術支援を通じて可能に

なったことは特筆すべき点である。特に市役所が翌年度の POA を作成する指導が功を奏し

た。

（２）実施プロセスに関すること

特になし。

３－４　問題点及び問題を惹起した要因

（１）計画内容に関すること

SEGEPLAN から常勤の技術カウンターパートが配置されず、JICA 専門家は活動実施を

共に実施することで社会開発事業マネジメントや生活改善アプローチに関する知識・技術

を移転すべき技術カウンターパートがいなかった。受益者である市役所幹部・職員に直接

研修を行い、同時に研修のノウハウを移転する外部機関を探さなければならなかった。
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（２）実施プロセスに関すること

パイロット 1 市で境界線をめぐる紛争があり、JICA 専門家が同市に立ち入ることが禁止

された。研修を通じた能力強化が実際にどのように実践されているのかをコミュニティや

市役所で直接確認できず、プロジェクトの進捗や課題を適時、正確に特定することができ

なかった。

３－５　結論

プロジェクトは日本・グアテマラ双方の政策・戦略に合致しており、妥当性は極めて高い。

しかし、プロジェクト目標の達成が部分的であるため有効性は中程度である。プロジェクト成

果は概ね計画通りに達成されたが、想定していた現地コンサルタントの経験が生かせなかった

上、政権交代で市の普及員の多くが交代してしまったため、効率性も中程度である。市役所の

社会開発事業により既にパイロット市では既に正の変化が生じており、社会開発事業が継続し、

他のコミュニティに普及されれば、更なるインパクトが期待できる。生活改善アプローチを用

いた農村開発はグアテマラ政府の政策上の優先事項となっているが、普及員の確保と他コミュ

ニティへの普及拡大が課題となっているため、持続性は中程度である。今後も生活改善アプ

ローチを用いた社会開発事業が POA に反映されるためには、特に新規の普及員を含む市役所職

員の継続的な能力向上が課題となる。

３－６　提言

上記の評価結果に基づき、プロジェクトは残りの期間で新規の市役所幹部と職員に対して生

活改善アプローチを用いた社会開発事業マネジメントに関する能力強化、SEGEPLAN 県支所の

市役所支援の能力強化に最大限注力することで、計画どおりの期間で終了することを提言する。

プロジェクト終了後の提言は以下のとおり。

（１）生活改善を踏まえた社会開発の普及

生活改善アプローチはグアテマラの国家開発計画の統合的村落開発の有効な手段として

位置付けられている。その意味で、SEGEPLAN は国会開発計画の実施のために「生活改善

を踏まえた社会開発ガイドブック」を広く市役所に普及させるべきである。さらに、市役

所に対して普及員向けの生活改善研修の情報を提供していくことがコミュニティのニーズ

を踏まえた社会開発事業実施を開始する上でも有益である。

（２）市役所間の持続的な好事例・経験共有の仕組み

ウエウエテナンゴ県とサンマルコス県で合計 36 市が生活改善アプローチに関心を持って

いる。これはパイロット市で好事例を生み出し、それを広く共有する機会をもった結果で

ある。国家開発計画にも言及されている生活改善アプローチの普及は一重にプロジェクト

終了後も市役所の関心を維持・向上させていくかにかかっている。特に CODEDE は市長間

の好事例・経験の共有を促進する持続的な仕組みである。そのうえ、計画官ネットワーク

も生活改善を踏まえた社会開発事業を計画する上での好事例・経験共有において効果的で

ある。そのため、こうした目的で SEGEPLAN 県事務所の CODEDE や計画官ネットワーク

を調整していく役割が不可欠となっている。

（３）生活改善アプローチを促進する帰国研修員ネットワークの活用

中間レビューでも提言した通り、SEGEPLAN は生活改善を踏まえた社会開発事業をファ
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シリテートする普及員向けの研修講師人材として帰国研修員人材の活用が求められている。

帰国研修員同窓会（AGUABEJA）や中米・カリブ・メキシコ地域参加型村落開発ネットワー

ク（REDCAM）に生活改善アプローチを理解し、その実施に関与している人材が少なから

ず存在している。こうした人材の知見・経験を最大限に生かすことが、各市に生活改善ア

プローチを普及させていくことにつながる。その意味で、SEGEPLAN は県事務所、市長、

計画官などの会議でこうしたネットワークを積極的に活用することが期待されている。

３－７　教訓

（１）カウンターパート省庁のコミットメント／キャパシティと実質的プロジェクトデザイン

中米の多くの国では必ずしも中央政府の地方政府に対する技術支援体制が十分ではない

状況に鑑みると、一方でプロジェクト開始前にカウンターパート省庁のコミットメントを

引き出すことは必要であるが、他方で市レベルの生活改善を踏まえた社会開発事業を持続

的に支援する体制を必ずしもカウンターパート省庁内部にのみ構築するのではなく、支援

内容に応じて体制構築すべきところを柔軟に検討していくことが必要である。そのうえで、

プロジェクトの目に見える進捗を示すことでカウンターパート省庁の理解・関心を高める

よう働きかけるのと同時に、プロジェクト終了後を見越した市の職員研修や計画・予算策

定支援などを担うことが期待される機関を早期に特定し、ともにプロジェクト活動を実施

しつつ能力を高めていくことが必要である。

（２）ローカルリソースとプロジェクトデザイン

近年の技術協力では、費用対効果の観点から現地の状況に詳しい現地専門家やコンサル

タントを活用する傾向は強まっている。彼らは先進国での研修・留学経験、さらには政府

職員もしくはコンサルタントとしてドナー事業への関与経験があり、人材不足に悩む途上

国政府の機能を補完したり、人材育成を担ったりしている。日本側にとっても、必ずしも

現地事情に十分精通しているわけではない中で、こうした現地、特に地方の事情に詳しい

現地専門家・コンサルタントの存在は日本が持つ技術・経験を有効活用する上でも効果的

である。したがって、今後も日本人専門家だけではなく、現地専門家・コンサルタントの

存在を踏まえて、協力の投入や活動をデザインすることが増えてくるだろう。その場合、

こうした現地専門家やコンサルタントをどこまで活用するのか、プロジェクト終了後にど

う位置づけるのかをプロジェクト計画時に十分検討するのと同時に、プロジェクト実施期

間中にローカルリソースが活用できなくなったときにプロジェクトとしてどういった代替

手段により、どこまでの支援が可能で、結果的にどういった成果の落としどころになりそ

うかといったデザインを再検討することが必要になる。

（３）政権交代とプロジェクト期間

4 年に 1 度の選挙で行政の体制が一変することの多い中南米では中長期的な体制構築は

困難な課題であるが、敢えて選挙時期をまたいでプロジェクト期間を設定する場合、人員

体制が一変することを予めプロジェクトデザインに織り込んで、最低限新体制下で一度は

計画・予算策定をする期間をカバーして支援をデザインすることで、人員体制が変わって

も最低限残しておくべき能力（キャパシティ）を確保することが望ましい。

（４）コミュニティに既存する自治の仕組みを利用した生活改善事業

生活改善事業を支援するには、普及員がコミュニティの自治の仕組みや共有資源の管理
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（自己組織力）の実態を確認し、意識化・組織化の働きかけができるよう、普及員の能力向

上を行うことが重要である。また、パイロット・コミュニティを選定する際にも自治の仕

組みや共有資源管理の経験を基準とすることも有効である。
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1-1 Background and the Outline of the Project
In Guatemala, more than half of the population still lives in poverty and the majority of them live in rural 

areas, and the government has worked on the reduction of poverty. The central government has transferred 
resources to the municipalities for implementation of development projects under decentralization and 
system of development councils. However, the municipal governments have the limited capacity to fully 
make use of the resources and given roles. JICA implemented the Country Specific Training Course 
“Capacity Development for Guatemalan Public Policy Planning” (2005-2007) and dispatched individual 
expert (2010-2012) to support eight municipalities in three departments (San Marcos, Huehuetenango and 
Quiche). Based on the outputs of these projects and for further strengthening the capacity of the municipal 
governments in project planning, budgeting, implementation, monitoring and evaluation, technical 
cooperation was requested from SEGEPLAN.

1-2 Contents of Cooperation
(1) Overall Goal

Condition of the life of the citizens in the pilot municipalities is improved.

(2) Project Purpose
Planning, budgeting, implementation, monitoring and evaluation for the social development projects by 
municipal governments of the pilot municipalities are improved.

(3) Outputs
1. The management framework of social development projects by municipalities with Life Improvement 

Approach is institutionalized.
2. Based on the capacity assessment and responsibilities of pilot municipalities, the methodologies of the 

終了時評価結果要約表（英文）

1.  Outline of the Project

Country: Republic of Guatemala Project Title: Project for the Capacity Development of the 
Local Governments

Sector: Governance/Local Governance Aid Scheme: Technical Cooperation Project

Department in Charge: Industrial 
Development and Public Policy Department, 
Governance Group

Cooperation Amount: 224 million yen

Cooperation
duration

RD: December 17, 2012
March 2013 to September 
2016 (3 years and 6 months)

Counterpart Organizations: Secretary of Planning and 
Programming of the Presidency (SEGEPLAN)
Relevant Japanese Organizations: None

Relevant Assistances: Country Specific Training Course 
“Capacity Development for Guatemalan Public Policy 
Planning” (2005-2007), Project on Strengthening of Local 
Capacity in Support for the Planning Process with Emphasis 
on Poverty Reduction in Guatemala (2010-2012)
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project cycle management for social development project are formulated.
3.  The knowledge of mayors, municipal council members and municipal officers on the management for 

social development projects is improved.
4.  Capacity of mayors, municipal council members and municipal officers in the pilot municipalities 

is improved to conduct the project management for social development with Life Improvement 
Approach.

5. Understanding of the approaches used in the social development projects by municipalities is 
improved in pilot municipalities.

6. Mechanism to share good practices and experiences in the Project among pilot municipalities and with 
other municipalities is established and implemented.

(4) Inputs (As of the Terminal Evaluation)
Japanese side: Long-term experts (4), training in Japan (29), training in the third country (25), equipment 

(PC, office equipment, etc.), local operation expenses.
Guatemalan side: Counterpart personnel, equipment (office equipment, etc.) operation expenses.

3-1 Project Performance
3-1-1 Achievement of the Project Purpose (Partially achieved)

The number of the Life Improvement projects incorporated in POA (Annual Operational Plan) has 
increased as a result of the previous administration’s efforts, but in the municipalities where there as 
administrative change, the new municipal governments’ capacity for project management has not been fully 
strengthened yet as pointed out in 3-1-2 (3).

Indicator 1. In the municipal budget of 2016, compared with the previous year, greater number 
of projects with Life Improvement Approach which have been formulated according to 
the process and procedure of guidelines prepared by the project are included.
2. By the end of the project, more than 80% of the members of COCODE (Community 
Development Council) of communities that have implemented social development 
projects with Life Improvement Approach affirm the improvement of their project 
management.

2. Evaluation Team

Members of the Evaluation 
Team (Japanese side)

Leader: Dr. Nobuhisa Takeda (Senior Advisor in Participatory 
Development/ Development Administration, JICA)
Evaluation Planning: Mr. Yoichiro Kimata (Acting Director, Public 
Governance and Financial Management Division, Governance Group, 
Industrial Development and Public Policy Department, JICA)
Evaluation Analysis: Ms. Junko Noguchi (Senior Researcher, Foundation 
for Advanced Studies on International Development)
Interpreter: Ms. Kayoko Watanabe (Technostaff Co. Ltd.)

Period of Evaluation May 15 to May 28, 2016 Type of Evaluation Terminal Evaluation

3. Results of Evaluation
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Achievement 1. In the municipal budget of 2016, 12 projects with the Life Improvement Approach 
were incorporated in POA as municipal projects. In 2015, the number of the 
municipal social development projects was 11.

2.  According to Cocode members of a pilot community visited during the field 
survey, they have gained new knowledge on Life Improvement Approach with the 
extension worker’s regular visit and come to develop projects with locally available 
resources. But information from other Cocode was not available. That is why it 
is not accountable whether more than 80% of the members of Cocode affirm the 
improvement of their project management or not.

3-1-2 Achievement of the Outputs
(1) Output 1 (Mostly achieved)

Responsibilities of SEGEPLAN have been made clear for supporting the municipalities’ project 
management for social development. More than half of the municipal governments have implemented social 
development projects with support from external institutions as a result of inter-institutional coordination.

Indicator 1.1  By the end of the project, a document that defines the responsibilities and 
functions of Segeplán in terms of facilitation of social development projects with 
Life Improvement Approach to be implemented at the municipal level is prepared.

1.2  Each municipality has an official document that defines mechanisms for inter-
institutional coordination.

1.3 The technical support from partner institutions to municipal projects with Life 
Improvement Approach is increased.

Achievement 1.1 “Exit Strategy of the Project for Development of the Capacities of Local 
Governments in the Republic of Guatemala, Prodeca GL” indicates expected roles 
of SEGEPLAN for facilitating the municipalities to manage social development 
projects with the Life Improvement Approach.

1.2  The internal regulation that defines inter-institutional coordination was developed 
in five municipalities. In other municipalities, any official document has not 
been prepared yet, but the mechanism of inter-institutional coordination has been 
functioning.

1.3  Community projects in six municipalities have received technical support from 
government institutions, NGOs, international organization, etc.

(2) Output 2 (Mostly achieved)
Necessary materials on project management for social development, extension work and document 

management have been almost completed.
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Indicator 2.1 By the end of the project, the guidebooks and support materials on the project 
management methodology with Life Improvement Approach directed to Mayor, 
municipal council members and technicians are available.

2.2 By the end of the project, the manuals and support materials for municipal 
extension workers on the project management methodology with Life 
Improvement Approach available.

2.3 All related instruction regarding document management, addressed to Mayor, 
municipal council members and technicians.

Achievement 2.1 The second revision of the “Guidebook on Social Development Projects with the 
Life Improvement Approach” was completed in March 2016. “Inter-institutional 
Coordination Meeting Cases” was elaborated in January 2016.

2.2 The following materials have been elaborated: “Presentation materials for the 
Workshop for the Extension Workers,” “Facilitator’s Guide,” “Home-visit sheet” 
and Draft of “Extension Worker’s Manual”

2.3 “Guidebook for Document Management” was developed and distributed to 
SEGEPLAN and the all of the pilot municipalities.

(3) Output 3 (Partially achieved)
Training and workshops for the municipal management and officers have been implemented as 

planned. Extension workers understood more than planned. However, after the elections in 2015, half of 
the personnel have been new and the knowledge accumulated before the administrative change may have 
disappeared.

Indicator 3.1 By the end of the project, 80% of trainings programmed in the pilot municipalities 
directed to the municipal council members, municipal officers are conducted.

3.2 By the end of the project, more than 90% of the invited people participate in the 
training course held in each pilot municipality.

3.3 More than 80% of the participants of the training courses pass the comprehension 
test.

3.4 By the end of the project, institutions and the contents of the training course which 
are sustainable and accessible to the pilot municipalities are determined.

Achievement 3.1  Among the planned 12 training course for the municipal management and officers 
including planning section personnel and extension workers, 11 courses were 
conducted (implementation rate: 91%)

3.2 The participation rates of the training in the country, Japan and the third country 
were 109%, 79% and 100%, respectively.

3.3  In IX Workshop (November 2015), 92% of the participants passed the 
comprehension test.

3.4 Da Vinci University is considered as a possible training provider of the diploma 
course on the Life Improvement Approach.
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(4) Output 4 (Mostly achieved)
Municipal projects with the Life Improvement Approach have been implemented in accordance with 

“Guidebook on Social Development Projects with the Life Improvement Approach.” Regarding document 
management, only one of the five surveyed mayors received necessary documents on the Project from the 
antecessor. Any assessment on document management has not been conducted.

Indicator 4.1 75% of social development projects formulated with Life Improvement Approach 
in the pilot municipalities are handled in accordance with the methodological 
guidebook referred in the Output.

4.2 At least 16 life improvement groups plan, implement, monitor and evaluate the 
activities jointly.

4.3 By the end of the project, in all the pilot municipalities, document management are 
applied and its assessment result of the municipalities ascends more than one level 
according to the document management assessment.

Achievement 4.1 23 municipal projects with the Life Improvement Approach in 2015 and 2016 have 
been implemented in accordance with the developed guidebook.

4.2 38 groups have been working as life improvement groups. 31 groups started the 
Life Improvement activities and 15 groups completed the project cycle. There are 
19 Life Improvement activities.

4.3 Any assessment on document management has not been conducted.

(5) Output 5 (Partially achieved)
The following positive result was reported, but the total number of the interested communities was not 

available.

Indicator 5.1  At least 16 new communities show interest in adopting the Life Improvement 
Approach in the pilot municipalities.

Achievement 5.1  Nine out of the 14 non-pilot communities which received explanation about the life 
improvement approach in one municipality showed interest for the approach. The 
Life Improvement Approach was presented in Comude (Municipal Development 
Council) of six municipalities, and in one municipality, two communities showed 
interest in the approach.

(6) Output 6 (Mostly achieved)
Methodologies and contents for sharing good practices in management of social development projects in 

the pilot municipalities with other municipalities have been mostly established, although the events have not 
been conducted in all of the departments and municipalities yet.
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Indicator 6.1  Incorporate 3 good practices in the contents of the guidebook and manual on Life 
Improvement Approach.

6.2  By the end of the project, an event by a municipality and the other event for a 
department are carried out to socialize good practices of the pilot municipalities.

6.3  At least 9 new municipalities show interest in adopting the Life Improvement 
Approach in 3 pilot departments.

6.4  The guidebooks and support materials which are improved based on the 
experiences of the pilot municipalities are utilized in the training of new municipal 
council members and municipal officers after the possible change of local 
government in 2016.

6.5  In the transition period of government, 80% of the new municipal authorities 
receive documents related to the Life Improvement Approach from the outgoing 
authorities.

Achievement 6.1  28 good practices have been incorporated in the guidebook and other materials 
developed by the Project.

6.2  Nine events have been conducted in total at the municipal level. Eleven events 
have been conducted in total at the department level.

6.3  28 municipalities have shown interest in applying the Life Improvement Approach 
in total.

6.4  Copies of the guidebook were distributed to the participants of UTD (Department 
Technical Unit) and CODEDE (Department Development Council) in the 
departments where the municipal mayor was changed in the pilot communities.

6.5  The extension workers prepared materials of the Life Improvement activities in the 
pilot communities.

3-2 Summary of Evaluation Results
(1) Relevance (Very high)

The objectives of the Project are relevant with the National Development Plan “K’atun Nuestra 
Guatemala 2032” (2014) which focuses on integrated rural development and local territorial development 
among others and describes application of the Life Improvement Approach. With regard to the development 
needs, capacity development of the municipal governments for managing social development projects have 
been greatly needed, since most of the investment was for infrastructure development and no projects which 
could directly benefit the community people were included. The Project objectives have been also in line 
with the Country Assistance Policy for Guatemala (2013). The Project approach has been appropriate in 
terms of application of the Life Improvement Approach in which Japan has much experience and selection 
of the target group (municipal governments as service providers with delegated responsibilities and allocated 
budget from the central government).

(2) Effectiveness (Fair)
As mentioned in earlier, the Project Purpose has been partially achieved. It is difficult to assure that 

their management capacity is improved in the five municipalities where there was administrative change. 
The Outputs have been partially produced, and especially four Outputs (Output 1, 2, 3 and 4) have 
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definitely contributed to the achievement of the Project Purpose. Concretely, the municipal governments 
have improved project management with orientation from SEGEPLAN and technical support from other 
institutions, in accordance with the guideline and manual developed by the Project. Through pilot activities, 
the municipal governments strengthened project management including facilitation of the community 
development activities. On the other hand, it was not demonstrated how directly document management has 
contributed to capacity development of the municipal governments on project management.

(3) Efficiency  (Fair)
Most Outputs have been achieved as expected with appropriate use of the inputs from both Japanese 

and Guatemalan sides, but the inputs related to the local consultants and extension workers were not fully 
converted to the Outputs. At the beginning of the Project, six local consultants were contracted. They were 
expected to work as the Project team members and participated in the training course in Japan and Mexico. 
However, five of them have not continued working for the Project, due to some contract-related issues. This 
caused delay and cancellation of some activities related to training and document management. Also, most 
of the extension workers have been contracted officers and have other duties of the municipal government 
than the extension services. 

(4) Impact (Expected)
Regarding the Overall Goal, several positive changes have been already reported from the pilot 

municipalities. If the existing groups are continuously supported by the extension workers and the 
experience are shared with other communities and municipalities, more changes will be generated in more 
municipalities in the three departments. Another positive impact has been produced. The Life Improvement 
Approach has been introduced in the national development plan (National Development Plan “K’atun 
Nuestra Guatemala 2032”) approved in 2014, due to the efforts of SEGEPLAN personnel who participated 
in the training in Japan.

No negative impact has been reported.

(5) Sustainability (Fair)
Rural development with the Life Improvement Approach through the municipal government’s 

management will continue to one of the Guatemalan government’s priorities. Extension workers have been 
trained successfully, and most pilot municipalities have incorporated some Life Improvement activities in 
POA. As the extension workers are key actors for the success of Life Improvement activities, a few concerns 
remain regarding securing sufficient number of the extension workers and expanding the experience to other 
municipalities and communities.

3-3 Factors contributing to project progress/effects
(1) Factors related to the Project Implementation Process

•  Achievement of the Project Purpose has been realized also with technical support from the 
Headquarters and Department Delegations of SEGEPLAN, especially their orientation on preparation 
of the municipal annual plan of the following year.
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3-4 Factors inhibiting project progress/effects
(1) Factors related to the Project Planning

•  From SEGEPLAN it has not assigned full-time personnel in the Project team, since it is not a program 
implementation agency. JICA experts do not have counterpart personnel to transfer their knowledge 
and skills on management of social development projects and Life Improvement Approach. They 
directly trained the municipal management and officers and had to find an external institution to 
transfer the training know-how.

(2) Factors related to the Project Implementation Process
•  Unstable public security hindered achievement of the Outputs to some extent. Since there have been 

boundary disputes in a municipality, JICA experts have not been permitted to visit the municipalities 
according to the regulations of JICA Guatemala. Without direct observation of the pilot municipality 
and community, progress or issues have not been captured correctly and timely.

•  Natural disasters such as landslide, falling rock and earthquake inhibited the Project activities. Because 
of the blocked roads, extension workers could not visit the pilot communities.

3-5 Conclusion
Aiming at improving management of the social development projects with the Life Improvement 

Approach, the Project has successfully prepared necessary guidebooks and manuals and trained 
the municipal management and officers on management of social development projects and Life 
Improvement Approach. By facilitation of the trained extension workers, Life Improvement projects have 
been incorporated in POA. Such activities are actually generating positive changes to the beneficiary 
communities. One concern from the Terminal Evaluation is continuous capacity development especially for 
the new municipal management and officers including extension workers, so that extension workers would 
continue working with the communities and that Life Improvement would be incorporated into municipal 
development projects.

3-6 Recommendations 
Based on the conclusion of results mentioned above, the Team recommends that the Project be 

terminated as scheduled while the Project should provide the maximum efforts for enhancing the capacity of 
newly joined management and officers in the pilot municipalities on the management of social development 
projects with the Life Improvement Approach as well as Department Delegates of Segeplán for supporting 
the municipalities. 

The Team provides the following recommendations to be realized after the completion of the Project as 
follows:

(1) Promotion of social development projects with Life Improvement Approach
As observed in “3-1-1 Relevance with the Guatemala Development Policies,” the Life Improvement 

Approach is mentioned as one of the effective means for integrated rural development in the National 
Development Plan “K’atun Nuestra Guatemala 2032”. Therefore, it is high time for Segeplán to 
promote “Guidebook on Social Development Projects with the Life Improvement Approach” broadly to 
municipalities for enforcing the National Development Plan. Moreover, it is also beneficial to provide the 
training information on Life Improvement Approach for extension workers to the municipalities, which 
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helps them taking the first step to plan and implement social development projects responding to community 
needs.

(2) Promoting sustainable mechanism to share good practices and experiences among municipalities
As referred to in “2-2-6 (Achievement of) Output 6”, 36 municipalities have shown interest in applying 

Life Improvement Approach in Huehuetenango and San Marcos. It is the result of generating good 
practices in pilot municipalities and holding the opportunities to share them extensively. Diffusion of Life 
Improvement Approach mentioned in the National Development Plan deeply depends on how to maintain 
and enhance their interests even after the Project completion. Especially, it is highly expected that Codede 
provide the sustainable mechanism for promoting good practices and experiences to be shared among 
mayors. In addition, DMP network would also be effective for sharing good practices and experiences 
on planning social development projects with Life Improvement Approach. That is why the function of 
Department Delegations of Segeplán is indispensable to coordinate Codede meeting.

(3) Utilizing the network of ex-participants of training in Japan for promoting Life Improvement Approach
     As recommended at the mid-term review, Segeplán is required to mobilize ex-participants of training 

in Japan as training providers for extension workers to facilitate social development projects with Life 
Improvement Approach. Not a few members who understand and commit Life Improvement Approach 
exist in Association of ex-participants in Japan (Asociaciones de ex-becarios de Japón: AGUABEJA) and 
Network for Participatory Rural Development of Central America, Caribbean States and Mexico (Red 
Centroamérica, Caribe y México de Desarrollo Rural Participativo: REDCAM). Full mobilization of their 
skills and experiences must promote Life Improvement Approach in each municipality. It is expected that 
Segeplán positively utilize those networks in their initiating meetings among Department Delegates of 
Segeplán, mayors and DMP.

3-7 Lessons Learnt
The following lessons learnt were drawn based on the terminal evaluation survey.
•  The project design needs to be considered carefully based on the counterpart agency’s responsibilities 

and commitment.
•  When the project is designed with use of the local resources, it is important to consider to what extent 

they are utilized and how they will be utilized after the project completion.
•  In the countries where the administration is probably changed after the elections, it is important to 

design a project in which the planning and budgeting period is covered the new administration.
•  It is important to select pilot communities and promote Life Improvement activities based on the 

existing system of autonomy.
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第１章　終了時評価調査の概要

１－１　調査団派遣の背景

グアテマラでは、人口に占める貧困層の割合は 53.7％（グアテマラ国統計局 2011 年調査）と

高く、特に地方部に貧困層が集中しており、同国政府は貧困削減の取り組み強化及びそれを通じ

た国内格差の是正を重要課題に位置付けている。同国政府は「地方分権化法」と「都市農村開発

審議会法」を 2002 年に制定し、地方分権を通じた地域開発に取り組んでおり、参加型手法の下

で地域住民のニーズに沿った開発を行うための仕組みとして、国、地域、県、市、コミュニティ

の各レベルに開発審議会の設置を義務付けている。各開発審議会を通じて、公共政策立案プロセ

スへの国民の参加を促し、地域住民のニーズに沿った開発計画策定を目指している。

2012 年 1 月にオットー・ペレス・モリーナ（愛国党）政権が発足し、「飢餓撲滅（Hambre
Cero）」が 5 つの政権公約のうちの一つである「社会包摂」の中に位置付けられた。同計画では、

2015 年までに慢性的栄養不足を 10％削減することを目標に掲げ、166 の自治体を対象としてプ

ログラムを実施中であり、引き続き現政権においても地方分権化を通じた地域開発を重視すると

している。特に市は住民に最も近いことから、新政権の重点政策を反映させた市の開発計画とし

て「地方自治体計画」及び「年次計画」を策定することを促している。しかし、市は分権化によっ

て移譲された権限や配賦された開発資金を十分に活かしきれておらず、また他の組織との調整も

十分に行えておらず、財政・組織・行政能力上の課題があった。

こうした状況に対し、2005 年から 2007 年まで、JICA は貧困地域の若手市長及び地方自治体

の行政担当者、地元 NGO や住民組織のリーダーを対象とした国別研修「公共政策の立案能力

向上」を実施し、地域社会発展のための政策決定や実施に資する能力強化に取り組んだ。また、

2010 年から 2012 年にかけて個別専門家を派遣し、同国西部の 3 県 8 市（サンマルコス県シビナ

ル市・イシュチグアン市、ウエウエテナンゴ県サン・ミゲル・アカタン市・サン・ホアン・イシ

コイ市・テクティタン市、キチェ県ウスパンタン市・カニジャ市・サンバルトロメ・ホコテナン

ゴ市）の参加型開発計画の策定・実施・モニタリング活動の実施能力強化を目的とした地方公務

員に対する研修を実施してきた。同国政府は、研修を受けた若手職員及び地方自治体の行政担当

官、地域住民リーダーが習得した知識や「生活改善アプローチ」（日本の生活改良普及事業の現

場において生活改善に取り組んできた方法論）をそれぞれの現場で取り組む状況を確認し、JICA
支援の成果を高く評価して我が国に農村地域の総合開発のための支援を要請した。これに対して

JICA は生活改善アプローチを始めとする過去の協力の成果を踏まえ、市が実施する社会開発事

業の計画、実施、モニタリング、評価を支援する「地方自治体能力強化プロジェクト」を 2013
年 3 月から 2016 年 9 月までの予定で実施中である。

本プロジェクトのカウンターパート省庁は大統領府企画庁（SEGEPLAN）であり、サンマルコ

ス県、ウエウエテナンゴ県、キチェ県にある計 8 市（シビナル市、イシュチグアン市、サン・マ

テオ・イシュタタン市、ウニオン・カンティニル市、テクティタン市、ウスパンタン市、カニ

ジャ市、サンバルトロメ・ホコテナンゴ市）をパイロット市として支援している。

１－２　調査目的

本終了時評価調査は、プロジェクト期間の終了 4 ヶ月前を迎え、プロジェクト活動の実績、成

果を確認、評価するとともに、残りの期間のプロジェクト活動に対する提言及び今後の類似事業
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の実施にあたっての教訓を導きだし、評価報告書に取りまとめ、合同調整委員会（JCC）で合意

することを目的として実施された。

１－３　調査団の構成

本終了時評価はグアテマラ側との合同評価により実施した。日本側の調査団構成は次のとおり

である。

表１－１　調査団構成

担当 氏名 組織 / 役職

団長 / 総括 武田 長久 JICA 国際協力専門員

評価企画 木全 洋一郎 JICA 産業開発・公共政策部　行財政・金融チーム企画役

評価分析 野口 純子 一般財団法人国際開発機構　主任研究員

通訳 渡辺 香容子 株式会社テクノ・スタッフ　通訳

グアテマラ側の調査団構成は次のとおりである。

表１－２　調査団構成

氏名 組織 / 役職

Lourdes Maribel Monzon 
Monroy

Director of Territorial Planning / Deputy Secretariat of Planning and 
Territorial Improvement, SEGEPLAN

María Erendira Donis Monzón
Specialist of International Cooperation in Territory / Deputy Secretariat of 
International Cooperation, SEGEPLAN

David Estuardo Ramos Avilés Delegation Liaison Director / Delegation Liaison Bureau, SEGEPLAN

Juan Enrique Avila Quiroa
Specialist of Support for the Management in Territory / Delegation Liaison 
Bureau, SEGEPLAN

María Angélica Morales 
Enamorado

Director of Sectorial Planning / Deputy Secretariat of Planning and 
Territorial Improvement, SEGEPLAN

１－４　調査日程

国内作業を 2016 年 4 月下旬に開始し、現地調査を 2016 年 5 月 15 日から 5 月 28 日までの期間

で実施した。評価結果を JCC で発表し、討議議事録（M/M）をグアテマラ側と取り交した（別添 1、
2）。現地調査終了後に和文報告書の作成を行った。

表１－３　現地調査の日程

月日 曜日 作業内容

5/15 日
‐グアテマラ・シティ到着［野口］

‐ JICA 専門家ヒアリング
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5/16 月

‐ JICA グアテマラ事務所ヒアリング

‐ SEGEPLAN 本庁ヒアリング

‐ウエウエテナンゴ市への移動

‐ダ・ヴィンチ大学ヒアリング

5/17 火

‐ウエウエテナンゴ県ウニオン・カンティニル市への移動

‐ウニオン・カンティニル市エル・トゥリウンフォ生活改善グループヒアリング

‐ウニオン・カンティニル市役所幹部ヒアリング

‐ウエウエテナンゴ市への移動

5/18 水

‐普及員ワークショップ見学

‐ JICA 専門家ヒアリング

‐ SEGEPLAN ウエウエテナンゴ、サンマルコス県支所長ヒアリング

‐普及員ヒアリング

‐現地コンサルタントヒアリング

5/19 木

‐普及員ワークショップ見学

‐普及員ヒアリング

‐ウエウエテナンゴ県テクティタン市への移動

‐テクティタン市普及員ヒアリング

‐サンマルコス県シビナル市への移動

5/20 金

‐シビナル市役所幹部・計画局ヒアリング

‐シビナル市ビスタ・エルモサ生活改善グループヒアリング

‐ウエウエテナンゴ市への移動

5/21 土

‐ JICA 専門家ヒアリング

‐評価レポート案作成

‐グアテマラ・シティ到着［武田、木全、渡辺］

5/22 日

‐キチェ県ウスパンタン市への移動

‐調査団内打合せ

‐評価レポート案作成

5/23 月

‐キチェ県ウスパンタン市ロス・タペスコス生活改善グループヒアリング

‐ウスパンタン市役所幹部ヒアリング

‐キチェ県サンタ・クルス・デル・キチェへの移動

‐ SEGEPLAN キチェ県支所長代行ヒアリング

5/24 火

‐グアテマラ・シティへの移動

‐ SEGEPLAN 本庁への報告・打合せ

‐ JICA グアテマラ事務所への報告・打合せ

5/25 水 ‐合同評価調査チーム内評価レポート案読み合わせ

5/26 木
‐ SEGEPLAN 長官表敬訪問

‐合同評価調査チーム内評価レポート案読み合わせ

5/27 金
‐合同調整委員会（JCC）参加、ミニッツ署名

‐グアテマラ・シティ出発［野口］

5/28 土 ‐グアテマラ・シティ出発［武田、木全、渡辺］
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１－５　プロジェクト概要

本プロジェクトの概要はつぎのとおりである。

表１－４　プロジェクトの概要

上位目標 パイロット市において市民の生活状況が改善する

プロジェクト

目標

パイロット市において市役所による社会開発事業（※ 1）の計画策定・予算化・

実施・M&E が改善する

成果

1. 生活改善アプローチを取り入れた市役所による社会開発事業の実施体制の

ためのマネジメント枠組みが構築される

2. 自治体の能力評価結果及び管轄事項に基づき、市役所による社会開発事業

にかかるプロジェクトサイクルマネジメント（※ 2）の手法が体系化される

3. パイロット市の市幹部、市役所職員の市役所による社会開発事業に係るプ

ロジェクトサイクルマネジメントについての知識が向上する

4. パイロット市の市長、市幹部、市役所職員の生活改善アプローチを取り入

れた社会開発事業のプロジェクトサイクルマネジメントの実施能力が向上

する

5. パイロット市における市役所による社会開発事業のアプローチの理解が促

進される

6. パイロット市から得られた先進事例（グッドプラクティス）と経験をパイ

ロット市及びその他の市で共有するための仕組みが構築され、機能する

実施期間 2013 年 3 月～ 2016 年 9 月（3 年 6 か月）

中間評価 2015 年 2 月

※ 1 「市役所による社会開発事業」とは生活改善アプローチを適用し、住民のベーシック・ニーズに対応し、住

民自身が優先事項と判断した、市役所が他の機関と調整しながら行う事業。

※ 2 一連のプロジェクトサイクルマネジメントには、計画策定、予算、実施、M&E（モニタリング、評価）を

含む。
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第２章　評価の方法

２－１　評価の方法

本調査は「新 JICA 事業評価ガイドライン：第 1 版」（2010 年）に基づいて実施した
1
。即ち、①

プロジェクトの現状把握・検証を行い、②それらを DAC 評価 5 項目による評価基準から判断し、

③提言や教訓を導き出して対象プロジェクトおよび類似プロジェクトにフィードバックするとい

う枠組みの下、評価調査を行った。終了時評価という時期的な性格から、目的は「プロジェクト

の目標が協力期間終了までに達成されるかを総合的に検証し、協力終了の適否や協力延長の必要

性の判断に活用する」こととした。PDM ver.4（2016 年 3 月改訂）を事業計画と捉え、評価調査

のデザインを行い、これを基に実績の達成度を検証した。PDM ver.4 は別添 3 のとおり。

DAC 評価 5 項目の定義は次のとおりである。各項目につき 5 段階評価で判断した（極めて高

い－高い－中程度－低い－極めて低い）。

表２－１　DAC 評価 5 項目による評価の視点

評価項目 視点

妥当性 開発援助と、ターゲットグループ・相手国・ドナーの優先度ならびに政策・

方針との整合性の度合い。

有効性 開発援助の目標の達成度合いを測る尺度

効率性 インプットに対する成果（定性ならびに定量的）を計測する。開発援助が期

待される結果を達成するために最もコストのかからない資源を使っているこ

とを示す経済用語。最も効率的なプロセスが採択されたかを確認するため、

通常、他のアプローチとの比較を必要とする。

インパクト 開発援助によって直接または間接的に、意図的または意図せずに生じる、正・

負の変化。開発援助が、地域社会・経済・環境ならびにその他の開発の指標

にもたらす主要な影響や効果を含む。

持続性 ドナーによる支援が終了しても、開発援助による便益が継続するかを測る。

開発援助は、環境面でも財政面でも持続可能でなければならない。

（出所）JICA（2010）『新事業評価ガイドライン：第 1 版』

２－２　評価の調査項目

本調査においては、以下の評価設問を中心に調査を実施した。調査項目の詳細を含む評価グ

リッドは別添 4 のとおりである。

・成果、プロジェクト目標、上位目標に関する達成状況あるいは達成見込みはどうか。

・活動は計画どおりに実施されたか。プロジェクトのマネジメントは適切に行われたか。コ

ミュニケーションは適切に行われた。

・評価 5 項目の各視点から見てプロジェクトの達成状況はどうか。残りの期間や完了後に留意

1
　「事業評ガイドライン」は 2014 年に第 2 版に改訂されているが、同改訂版では終了時評価の実施についての規定がないため、本

評価調査で第 1 版に基づくこととした。DAC 評価 5 項目による評価実施という点において第 1 版、第 2 版に違いはない。
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すべき事項は何か。

２－３　情報収集方法

以下の情報源及びデータ収集方法を用いて情報を収集した。インタビューリストは、別添 2 の

Annex 5 のとおりである。

・既存資料のレビュー（R/D、PDM、活動計画表（PO）等のプロジェクト計画文書、事業進捗

報告書、専門家業務報告書、プロジェクト作成のガイドライン・マニュアル等）

・質問票調査（SEGEPLAN、市役所関係者（市長、技術職員、普及員等）、JICA 専門家、現地

コンサルタント等）

・インタビュー（SEGEPLAN、市役所関係者（市長、技術職員、普及員等）、JICA 専門家、現

地コンサルタント等）

・直接観察（普及員研修、生活改善活動の実施状況等）
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第３章　プロジェクトの実績

３－１　投入の実績

３－１－１　日本側の投入

2016 年 5 月までに日本側から以下の投入が行われた。

（１）専門家派遣

これまでに長期専門家 2 人（業務調整 / 地方行政）、短期専門家 2 人（各派遣 1 ～ 3 ヶ

月間）（チーフアドバイザー / ガバナンス、参加型開発）が派遣された。詳細は、別添 2
の Annex 7 のとおり。

（２）研修

本邦研修に 21 人、第三国研修（メキシコ）に 25 人が参加した。いずれも生活改善

アプローチをテーマとした研修である。詳細は別添 2 の Annex 8 のとおり。参加者は

SEGEPLAN、市役所関係者（市長、技術職員、普及員）等である。

グアテマラ国内でも様々な研修が実施された。2016 年 5 月現在、延べ 1,229 人が社会開

発事業マネジメント、文書管理、普及員業務の研修に参加している。

（３）機材供与

パイロット 8 市の市役所と対象 3 県の SEGEPLAN 県支所に PC 等のオフィス機器が供

与された。詳細は別添 2 の Annex 9 のとおり。

（４）現地業務費

2016 年 5 月時点で、合計 3,209,713.12 GTQ（約 425 千ドル）が支出されている。その

用途は旅費、現地コンサルタント雇用、第三国研修関連経費等である。詳細は別添 2 の

Annex 10 のとおり。

３－１－２　グアテマラ側の投入

2016 年 5 月までにグアテマラ側から以下の投入が行われた。

（１）カウンターパート配置

SEGEPLAN 本庁からプロジェクト・ディレクター、プロジェクト・コーディネーター

に加え担当職員 4 人が配置されている。加えて、ウエウエテナンゴ、キチェ、サンマルコ

スの 3 県の県支所長が各県のコーディネーターとして配置されている。

パイロット 8 市の各市においては、コーディネーター 1 人と 1 ～ 3 名の普及員が配置さ

れている。

カウンターパートのリストは別添 2 の Annex 6 のとおり。

（２）機材供与

SEGEPLAN 本庁から PC、プリンター、電話等、プロジェクトの活動実施や報告書作成
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に必要な機器が提供された。

各市では、PC、プリンター、電話等のオフィス機器がプロジェクト活動用に提供され

た。また、市役所によっては普及員の移動手段として車両やバイクの使用が許可されてい

る。

（３）活動運営費

SEGEPLAN 本庁はプロジェクト活動に参加する職員の交通費を支出している。各パイ

ロット市は普及員活動の経費（交通費、資材、ワークショップ開催等）の他、生活改善活

動の経費（野菜の種子、洗濯用シンク、住居改善資材等）の支出を負担している。

３－２　成果の達成度

３－２－１　成果 1（生活改善アプローチを取り入れた市役所による社会開発事業の実施体制

のためのマネジメント枠組みが構築される）：ほぼ達成

市の社会開発事業マネジメントに必要な文書が準備されている。表３－２にあるように、

SEGEPLAN の役割には、市役所幹部・職員に対する研修や生活改善アプローチを用いた社会

開発事業の年間活動計画（POA）への取込み支援
2
、県開発審議会（CODEDE）や県技術支援委

員会（UTD）を通じたグッドプラクティスの共有等が含まれる。出口戦略の文書はプロジェク

トチームと SEGEPLAN の協議に基づいて作成されたものであるが、公式に市役所等に配布さ

れてはいない。

この他、5 市において市役所の社会開発事業が外部機関から資金・技術協力をどのように得

られるかを説明する内規が作成された。大半のケースでは、市開発審議会（COMUDE）や市

食糧安全保障審議会（COMUSAN）が組織間調整のメカニズムとして機能している。また、普

及員が他機関に支援を求めることもある。例えば、ウスパンタン市では、普及員が保健セン

ターと農牧食糧省（MAGA）に申請して、コミュニティの生活改善活動に必要な資材提供や研

修といった支援を受けている。内規があれば組織間調整が行われ
3
るということではない。内

規がまだ作成されていない 3 市でも、外部機関からの支援を受けている例もある。この他、パ

イロット・コミュニティの生活改善事業・活動がこれまで支援受けたのは、大統領夫人社会事

業庁（SOSEP）からの資材・研修、国家災害対策調整委員会（CONRED）からの資材、社会開

発省（MIDES）からの研修、国家識字委員会（CONALFA）からの研修・資材等である。

このように、市役所の社会開発事業マネジメントを支援する SEGEPLAN の役割が明確とな

り、大半の市で組織間調整が行われて社会開発事業を実施している。したがって、成果 1 はほ

ぼ達成されたと言える。

2
　プロジェクト提供資料によると、市役所の歳出は、投資（設備建設、改修、増築の 3 種がある。これに相当する予算が国家公共

投資システム（SNIP）に登録される。歳出の 90％以上を占める）、維持管理（給与、少額の設備投資等）、返済（公債返済）、修

正予算（前年からの計画以外の目的で支出が可能）、がある。プロジェクトでは、生活改善アプローチを用いた社会開発事業が翌

年の POA の投資計画の費目で計上されることを指標の一つとしているが、これ以外にも修正予算や、女性支援室等の予算で実施

される社会開発事業もある。
3
　本報告書では、各パイロット市で POA に社会開発事業として計上されたものを「生活改善事業」、POA に計上されていなかった

ものの、修正予算等を用いてコミュニティで実施されている活動を「生活改善活動」と記している。いずれも、実施主体は「生

活改善グループ」であること、大きな予算を必要とする事業・活動でないことから、住民にとって区別されているものではない。
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表３－１　成果 1 の達成状況

指標 達成状況

1.1. プロジェクト終了時に生活

改善アプローチを取り入れ

た市役所による社会開発事

業実施における SEGEPLAN
の責任、役割を記載した文

書が作成されている。

‐「地方自治体能力強化プロジェクトの出口戦略」（“Exit
Strategy of the Project for Development of the Capacities of Local 
Governments in the Republic of Guatemala, Prodeca GL”） が

2016 年 3 月に作成され、SEGEPLAN の合意を得ている。

この文書には、市役所が生活改善アプローチを用いて社

会開発事業をマネジメントするのを SEGEPLAN が促進す

る際の役割が説明されている。

1.2. 関係組織間の調整体制を記

載した正式文書がそれぞれ

の市で作成される。

‐  5 市（ウスパンタン、カニジャ、シビナル、イシチグアン、

ウニオン・カンティニル）において、組織間調整に関す

る内規が作成された。他 3 市（サンバルトロメ・ホコテ

ナンゴ、サンマテオ・イシタタン、テクティタン）では

組織間調整に関する正式文書はまだないが、組織間調整

のもと社会開発事業が実施されている。

1.3. 市に対する政府技術分野機

関からの技術支援が増加す

る。

‐ 6 市（サンバルトロメ・ホコテナンゴ、ウスパンタン、イ

シチグアン、シビナル、サンマテオ・イシタタン、テクティ

タン）において、生活改善事業を実施する際に 7 政府系

機関、4NGO、1 国際機関他から技術支援を受けている。

表３－２　「出口戦略」に示された SEGEPLAN の役割

時期 責任事項

SEGEPLAN
本庁

プロジェクト

完了後

✓　県支所が、市役所が生活改善アプローチを用いた事業を市

政予算化する指導を行うよう指示する。

✓　県支所がプロジェクトの進捗について CODEDE や UTD で

報告するよう指示する。

県支所 プロジェクト

完了前

✓　 CODEDE、UTD 等にパイロット市及び非パイロット市にお

ける活動状況について報告する。

プロジェクト

完了後

✓　 CODEDE、UTD、市役所連合（Mancomunidad）等に非パイ

ロット市における活動結果について報告する。

✓　パイロット市、非パイロット市の双方において実施する

POA 作成のワークショップの一部として、生活改善アプ

ローチを用いた市の事業に関する研修を実施する。

✓　 POA に生活改善事業アプローチを組み込むよう市役所に提

言する。

（出所）プロジェクト提供資料。

３－２－２　成果 2（自治体の能力評価結果及び管轄事項に基づき、市役所による社会開発事

業にかかるプロジェクトサイクルマネジメントの手法が体系化される）：ほぼ達

成

市の社会開発事業マネジメントや普及員業務に関するガイドブック、マニュアルが作成され
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ている。このうち普及員マニュアルは 2016 年 6 月末までに完成する予定である。これらのガ

イドブック、マニュアルは市役所職員や普及員を対象とした研修からのフィードバックを得て

作成されたものであり、実践的な内容となっている。質問票に回答した普及員 15 人のうち 13
人（86％）がこれらの資料は有用であると回答している。文書管理については、自習用のガイ

ドブックが作成され、市役所関係者に配布された。インタビューした技術職員によると、この

ガイドブックを参照し、机上やキャビネット内を整理するようになり、それにより必要な情報

が素早く見つけられるようになったとのことである。

上述のとおり、社会開発事業マネジメント、普及員業務、文書管理に関する資料が作成され

ており、成果 2 はほぼ達成したと言える。

Table 3-3　成果 2 の達成状況

指標 達成状況

2.1. プロジェクト終了までに市

長、市幹部、市役所技術職

員を対象とする、生活改善

アプローチを取り入れた社

会開発事業に係るプロジェ

クトサイクルマネジメント

手法に関するガイドブック

及び教材が提供可能な状態

になる。

‐以下の資料が作成された。

i）「生活改善アプローチによる市社会開発事業ガイドブッ

ク」（第 2 版）が 2016 年 3 月に完成した。全パイロット市、

COCODE、3 県の UTD に配布された。政権交代のあっ

た市役所、COCODE、UTD にも配布された。

ii）「組織間調会議事例集」が 2016 年 1 月に作成された。

‐政権交代のあった市では、上記 2 種の内容に関する研修

が実施される予定（ウニオン・カンティニル市に対して

は 2016 年 5 月に実施済み）。

2.2. プロジェクト終了までに市

普及員を対象とする、生活

改善アプローチを取り入れ

た社会開発事業に係るプロ

ジェクトサイクルマネジメ

ント手法に関するマニュア

ル及び教材が提供可能な状

態になる。

‐ 以下の資料が作成された。各研修で配布済み。

i）「普及員合同研修プレゼン資料」

ii）「ファシリテーターガイド」

iii）「家庭訪問票」

iv）「普及員マニュアル」案（2016 年 6 月末完成予定）。

2.3. 市長、市幹部、市役所技術

職員を対象とした文書管理

に関する一連の教材が確立

している。

‐「文書管理ガイドブック」が作成され、SEGEPLAN と全パ

イロット市に配布された。SEGEPLAN は今後実施する市

の計画局を対象とした研修で配布する予定。

２－２－３　成果 3（パイロット市の市幹部、市役所職員の市役所による社会開発事業に係る

プロジェクトサイクルマネジメントについての知識が向上する）：一部達成

社会開発事業マネジメントに関する研修やワークショップは計画どおりに実施されている。

唯一実施されなかったのは、普及員を含む市職員を対象とした研修であったが、これは研修以

外の形式で情報共有された。研修参加状況に関しては、本邦研修以外は計画以上の参加となっ

ている。本邦研修は参加者の健康問題と乗継国でのビザ発給の問題があり数名が直前で研修参

加を取りやめることとなった。普及員研修での理解度テストについては、表２－４のとおり、
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第 9 回研修では 92％と高い合格率があった。プロジェクト完了後はウエウエテナンゴに本部

を持つダ・ヴィンチ大学が研修実施を引き継ぐことになっている。普及員研修は同大学のディ

プロマコースとして位置付けられる予定である。

理解度に関する補足情報として、本終了時評価では市役所関係者に社会開発事業マネジメン

トと生活改善アプローチについて理解度を自己評価してもらった。その結果は表２－４のとお

りである。普及員については、プロジェクト開始時から継続している普及員と新規交代した普

及員とで、両テーマの理解度の自己評価に差があった。例えば、継続普及員の 75％が生活改

善アプローチを「とても十分」または「十分」に理解していると回答した一方で、同様に回答

した新規普及員は 28％のみであった。しかしながら、表２－４のとおり、92％の普及員が研

修理解度テストに合格していること、「４－４－１　上位目標の達成見込み」で述べるとおり、

生活改善事業により既に正の変化が既に生じていることを考慮すると、普及員の理解は相当程

度あると考えられる（ボックス 3-1）。市長と技術職員についても新規と継続人員の理解度の差

は、普及員ほどではないにせよ、同様の傾向があった。社会開発事業マネジメントの理解度を

「十分でない」と自己評価した唯一の市長は 2015 年の選挙で交代の会った市長であり、プロ

ジェクトに関する資料はこれまで何も受領していないということであった。市長と技術職員の

大半は社会開発事業マネジメントと生活改善アプローチについて「十分に」理解していると自

己評価している。表２－６は 2015 年の選挙以降の人員交代の状況である。市長 5 人、計画部

門の技術職員 4 人が交代しており、5 パイロット市では普及員の全員または一部が交代となっ

た。つまり、プロジェクトで活動する人員の半分が交代したことになり、政権交代のあった 5
市では、交代以前に蓄積された知識が定着していない可能性がある。したがって、成果 3 の達

成度は部分的であると言える。

表３－４　成果 3 の達成状況

指標 達成状況

3.1. プロジェクト終了までに、

パイロット市において、市

幹部、市職員、地域リーダー

を対象に計画された研修の

80％が実施される。

‐ 2014 年 10 月から 2016 年 5 月までに計画された、市幹部・

普及員対象の研修 12 コースのうち、11 コースが実施され

た（実施率 91％）。

3.2. プロジェクト終了までに、

各パイロット市における研

修に研修対象者の 90％以上

が参加する。

‐ 2013 年 8 月から 2016 年 5 月までの市役所関係者を対象と

した研修の対象者数は 968 人であり、実際には 1,055 人が

研修に参加した（参加率 109％）。

‐本邦研修には対象 24 人のうち、19 人が参加した（参加率

79％）。

‐ 第三国研修（メキシコ）には対象 19 人全員が参加した（参

加率 100％）。

3.3. 研修終了時の理解度テスト

の結果、受講者全体の 80％
が合格している。

‐理解度テストが実施された第 6 回普及員研修（2015 年

2 月）、第 9 回普及員研修（2015 年 11 月）ではそれぞれ

79％、92％の研修員がテストに合格した。
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3.4. プロジェクト終了までに、

パイロット市から持続的で

アクセス可能な研修実施機

関・内容が明確になる。

‐ダ・ヴィンチ大学が生活改善アプローチのディプロマ

コースの実施機関となる予定。研修モジュールは完成し、

教材は作成中である。講師候補はほぼ特定されている。

第 1 回研修はウエウエテナンゴ県で 2016 年 8 月に開始さ

れる予定。

‐サンマルコス県、キチェ県での研修開催はウエウエテナ

ンゴ県での第 1 回研修の結果レビューに基づき検討され

る予定。講師候補はまだ特定されていない。

表２－５　社会開発事業マネジメントと生活改善アプローチの理解に関する自己評価

社会開発事業マネジメントの理解度 生活改善アプローチの理解度

4 3 2 1 4 3 2 1

市長 再選 0（0％） 2（100％） 0（0％） 0（0％） 1（50％） 1（50％） 0（0％） 0（0％）

新規 1（33％） 1（33％） 1（33％） 0（0％） 0（0％）
3

（100％）
0（0％） 0（0％）

技術職員 継続 2（29％） 4（57％） 1（14％） 0（0％） 4（57％） 3（43％） 0（0％） 0（0％）

新規 0（0％） 3（60％） 2（40％） 0（0％） 1（20％） 3（60％） 1（20％） 0（0％）

普及員 継続 2（25％） 3（37％） 3（37％） 0（0％） 1（12％） 5（63％） 2（25％） 0（0％）

新規 0（0％） 4（57％） 3（43％） 0（0％） 1（14％） 1（14％） 5（62％） 0（0％）

（出所）市長、技術職員、普及員からの質問票調査回答。

* 自己評価の尺度は、4：とても十分である、3：十分である、2：十分でない、1：全く十分でない

コラム３－１　普及員の能力向上

パイロット・コミュニティではプロジェクトが想定していたよりも早い段階でグループメ

ンバー自身による「周辺にある資源を活用して自分達が行動する」という反応があり、様々

な正の変化を生み出すことにつながった（表４－１）。これは普及員がそのファシリテーター

役を十分に務めた証拠でもある。普及員がこのようなメンバーの意識・行動の変化とその重

要性に気づいたことは普及員自身の能力向上であると言える。

普及員研修は 2016 年 5 月までで 11 回実施され、研修後も現場でのフォローアップが行われて

いる。上記のような効果をねらい、研修では以下のような工夫が行われた。

・「生活改善」はどちらかというと概念的・抽象的なテーマであるが、「明日にでもすぐに現

場で使えるツール」を伝えるという主旨の下、「村落調査の結果を現場で住民と共有し、住

民の議論を引き出すためのワークショップの実施方法」や、「家庭の衛生状況の活動計画の

ため、現在の状況と将来の状況を議論するためのワークショップの実施方法」といった具

体的で、すぐに応用できる内容とした。

・普及員の中には、コミュニティでの住民支援の経験やファシリテーターの素地がある人も

いた。普及員同士の経験共有を促し、普及員同士が学ぶ場を作った。

・生活改善アプローチ導入の前後を比較する活動の発表を導入し、変化を「見える化」して

より意識してもらうようにした。
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・研修を単なる「講義・演習の場」ではなく、ゲーム形式の学びを取り入れて「楽しむ場」

とした。2 ヶ月ごとにしか会わない普及員同士が信頼関係を築くことで相互の学びを潤滑に

し、研修参加が義務ではなく、自ら参加したいと思えるような動機付をした。

（出所）JICA 専門家へのインタビュー。

表２－６　2015 年選挙後の人事交代

市 市長 技術職員 普及員

ウスパンタン（キチェ県） ● ● ●

サンバルトロメ・ホコテナンゴ（キチェ県） ○ ○ △

カニジャ（キチェ県） ○ ○ ○

イシチグアン（サンマルコス県） ● ○ △

シビナル（サンマルコス県） ● ○ ○

ウニオン・カンティニル（ウエウエテナンゴ県） ● ● ●

テクティタン（ウエウエテナンゴ県） ○ △ ○

サンマテオ・イシタタン（ウエウエテナンゴ県） ● ● ●

（出所）プロジェクト提供資料。

* ○：全員継続、△：一部交代、●：全員交代

２－２－４　成果 4（パイロット市の市長、市幹部、市役所職員の生活改善アプローチを取り

入れた社会開発事業のプロジェクトサイクルマネジメントの実施能力が向上す

る）：ほぼ達成

2015 年、2016 年に生活改善アプローチを用いた市の社会開発事業は合計 23 件実施されてい

る。プロジェクトで作成したガイドラインに沿った形で実施されている。サンマテオ・イシタ

タン市を除く 7 パイロット市で実施されている。サンマテオ・イシタタン市では前年度から計

上された予算はないものの、修正予算等を用いて、普及員の支援を受けて生活改善活動は実施

されている。生活改善事業・活動の進捗状況は各グループに追って異なる。計画、実施、評価

を経た事業・活動もあれば、まだ計画中のものもある。このプロジェクトサイクルの回転の速

さが事業・活動の質を表すものではない。事業・活動の開始時期や進捗はその内容によるし、

担当する普及員がグループを巡回指導できる時間も異なるためである。また、一つの事業・活

動が完了してから始まる別の事業・活動があるためでもある。このような状況で、プロジェク

トとしては各パイロット市で 2 グループによるプロジェクトサイクルが完結することを想定し

ていたところ、これは 5 市で達成された。

文書管理に関しては、文書引継ぎのワークショップが事前に行われていたものの、質問票回

答のあった市長 5 人のうち、1 人のみ前任者からプロジェクトに関する資料を受領したと回答

した。なお、文書管理に関してはモニタリングがされておらず、またこれが社会開発事業の実

施能力向上（成果 4）にどのように関係しているかは確認できなかった。

以上より、成果 4 はほぼ達成されたと判断される。
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表２－７　成果 4 の達成状況

指標 達成状況

4.1.  2016 年に、各パイロット市

におい生活改善アプローチ

を取り入れた社会開発事業

の 75％が成果 2 で取りま

とめられた手順及びフォー

マットに則って実施されて

いる。

‐ 2015 年と 2016 年において、サンマテオ・イシタタンを除

くパイロット市において計 23 件の生活改善アプローチを

用いた社会開発事業・活動が実施されている。この全て

は「生活改善アプローチによる市社会開発事業ガイドブッ

ク」に則って実施されている。

4.2. 少なくとも 16 の生活改善

アプローチを実践するグ

ループが、活動の計画、実

施、モニタリング、評価を

行う。

‐全パイロット市で合計 38 の生活改善グループが活動を実

施している。31 グループが生活改善活動を開始し、この

うち 15 グループが、生活改善事業 19 件のプロジェクト

サイクル（計画－実施－評価）を完了した。

‐各パイロット市において生活改善事業のサイクルを完了

したグループの数は 0 から 3 と幅がある。どのグループ

もサイクルを完了させていないのはイシチグアン市とサ

ンマテオ・イシタタン市である。

4.3. プロジェクト終了までに

全てのパイロット市におい

て、文書管理が実践され、

プロジェクトで作成する文

書管理状況基準※ 3 に基づ

く診断結果が 1 段階以上あ

がる。

‐文書管理に関する診断はこれまで行われていない。

‐質問票調査（3 人）によると、生活改善事業の予算情報を

受領した市長は 1 人。

２－２－５　成果 5（パイロット市における市役所による社会開発事業のアプローチの理解が

促進される）：一部達成

各パイロット市で 2 コミュニティが生活改善アプローチの導入に関心を示すことが期待され

ていた。6 市役所がプロジェクトの経験を共有するための会合を開催し、このうちテクティタ

ン市では 9 コミュニティが生活改善アプローチの導入に関心を示した。また、6 市の COMUDE
も同様の会合を開催し、カニジャ市では 2 コミュニティが生活改善アプローチの導入に関心を

示した。普及員への質問票調査によると、7 パイロット市でパイロット・コミュニティ以外の

コミュニティから生活改善アプローチ導入への関心が示されたとのことである。イシチグアン

市では、あるパイロット・コミュニティが近隣の 2 コミュニティと経験共有を行い、これらの

コミュニティは関心を惹いたとのことである。これらのことから、生活改善アプローチは他の

コミュニティにとっても魅力的なものであることが伺える。

上述のように生活改善アプローチへの理解は促進されているが、2 市以外での情報が具体的

に入手できなかったため、成果 4 の達成度は部分的であると判断される。
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表２－８　成果 5 の達成状況

指標 達成状況

5.1. パイロット市において、さ

らに 16 コミュニティが生

活改善アプローチ導入に関

して興味を示す。

‐テクティタン市で生活改善アプローチの説明を受けたパ

イロット・コミュニティ以外の 14 コミュニティが同アプ

ローチの活用に関心を示した。

‐パイロット 6 市の COMUDE で生活改善アプローチが紹介

された。カニジャ市では 2コミュニティが関心を表明した。

２－２－６　成果 6（パイロット市から得られた先進事例（グッドプラクティス）と経験をパ

イロット市及びその他の市で共有するための仕組みが構築され、機能する）：ほ

ぼ達成

計画以上の件数のグッドプラクティス（普及員の働きかけにより生活改善グループが自発的

に活動を行なった例）が蓄積されている。これらのグッドプラクティスは市長やコミュニティ

のリーダーが定期的に参集する CODEDE や COMUDE の機会を利用して共有されている。計

画以上のコミュニティ（３－２－５　成果参照）や市が生活改善アプローチ導入に関心を示し

ている。このことからも経験共有イベントは有効な手段であることが伺える。

このように、パイロット市の社会開発事業マネジメントに関するグッドプラクティスの共有

イベントは対象県の全市で開催されているわけではないが、パイロット市のグッドプラクティ

スを他市と共有するための手段と内容はほぼ固まってきた。したがって、成果 6 はほぼ達成さ

れたと判断される。

表２－９　成果 6 の達成状況

指標 達成状況

6.1. 生活改善アプローチのガイ

ドブックやマニュアルの内

容にグッドプラクティスが

3 つ取りまとめられる。

‐グッドプラクティス 28 件が「生活改善アプローチによる

市社会開発事業ガイドブック」と各市によって作成され

た「グッドプラクティス集」に掲載された。

‐これらのグッドプラクティスは「普及員マニュアル」に

も記載される予定である。

6.2. 案件終了までにパイロット

市のグッドプラクティス共

有イベントがパイロット市

ごと、県ごとに、それぞれ

1 度ずつ行われる。

‐  6 パイロット市（カニジャ、サンバルトロメ・ホコテナ

ンゴ、イシチグアン、シビナル、テクティタン、ウニオン・

カンティニル）において生活改善事業・活動のグッドプ

ラクティス共有イベントが 1 ～ 2 件開催された。合計 9
件のイベントが開催された。ウニオン・カンティニル市

では 2016 年 5 月 25 日にイベント開催が予定されている。

‐ 県単位では、キチェ、ウエウエテナンゴ、サンマルコス

の 3 県でそれぞれ 2 件、2 件、7 件のイベントが開催された。

6.3. パイロット県において、新

しく 9 市が生活改善アプ

ローチ導入に関して興味を

持つ。

‐サンマルコス県では 28 市が、ウエウエテナンゴ県では 28
市が生活改善アプローチへの関心を示した。
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6.4. パイロット市での経験を

踏まえて改善されたガイド

ブックや教材が、2016 年の

起こりうる政権交代時に新

市幹部や新市職員への研修

で継続して活用される。

‐「生活改善アプローチによる市社会開発事業ガイドブッ

ク」は政権交代のあったパイロット市を含むサンマルコ

ス県、ウエウエテナンゴ県の UTD と CODEDE に配布され

た。

‐「生活改善アプローチによる市社会開発事業ガイドブッ

ク」は今後、対象 3 県のパイロット市の市役所職員対象

の研修、全市の計画局職員対象の研修で使用される予定。

6.5. 政権交代時 80％以上の新

市当局が旧当局より生活改

善アプローチに関する文書

の引継ぎが行われことを示

す。

‐普及員はパイロット・コミュニティの生活改善活動に関

する引継ぎ資料を作成した。

‐政権交代のあったパイロット市（ウスパンタン、イシチ

グアン、シビナル、サンマテオ・イシタタン、ウニオン・

カンティニル）のうち、サンマテオ・イシタタン以外の

市役所幹部は前任者より生活改善アプローチに関する資

料を引き継いでいる。

３－３　プロジェクト目標の達成度

（パイロット市において市役所による社会開発事業の計画策定・予算化・実施・M&E が改善

する）：一部達成

表３－ 10、表３－ 11 に示されるように、2016 年の POA に反映に取り込まれた生活改善アプ

ローチによる社会開発事業の件数は前年の 11 から 1 増加して、12 となった。計上された予算も

1,239,599GTQ から 1,800,451GTQ に増加した。2010 年以前は社会開発事業が市政予算化されてい

なかったことに鑑みると、これらの増加は件数・金額自体は僅かではあるが、大きな成果である

と言える。

サンマテオ・イシタタン市では、2015 年、2016 年ともに社会開発事業が POA に含まれなかっ

た。これは、2015 年は POA の「投資計画」ではなく、普及員が所属している青年支援室、女性

支援室、森林事務所といった部署の活動計画の中で計上されたためである。また、2016 年は、

選挙により政権交代の可能性があるため、新市長の活動の自由度が確保されるために、POA に

含まれなかったとのことである。一方、2015 年に社会開発事業が POA に含まれなかったものの、

2016 年に含まれた例もある。テクティタン市では市長等が生活改善アプローチの重要性を認識

することで 2016 年の成果につながった。

また、POA に予算計上されていなかったものの、各パイロット市では生活改善アプローチを

用いた社会開発活動が実施されているのも特筆すべきことである。例えば、サンマテオ・イシタ

タン市では、2015 年、2016 年とも POA に社会開発事業はなかったものの、青年女性支援事業を

担当する部署の予算を用いて生活改善活動がパイロット・コミュニティで実施された。

上述のことから、POA に計上される社会開発事業件数のみで市政における社会開発事業の改

善が十分に検証できないこと考える。コラム３－２は補完情報である。
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コラム３－２　市の社会開発事業の向上（補完情報）

1. 事業計画能力の向上（SEGEPLN 県支所長のコメント）

「特に事業計画能力が向上した。プロジェクト以前はコミュニティの住民が直接裨益する事

業実施など検討対象にならず、市の開発事業はインフラ整備に集中していた。現在はコミュ

ニティのニーズや自発性に対して少ない予算でどのように対応するか理解するようになった

のは大きな変化である」

2. カニジャ市のトイレ普及事業（住民のニーズを汲み、自主性を醸成した事業計画・実施の

好例）

プロジェクト以前のトイレ普及事業では、配布された便器の大半が使用されず放置される状

況となった。プロジェクトで普及員が事業計画前に住民のニーズ調査を行い、組織化や啓発を

行った上で事業計画・予算化が行われた。パイロット・コミュニティでの新事業では、市から

資材が提供され、住民はトイレ設置にかかる作業を負担した。現在もトイレは使用されている。

市ではこの成功を受け、2016 年 POA で他コミュニティへのトイレ普及事業を計画・予算計上

した。

3. ウニオン・カンティニル市の野菜種子配布事業（住民の自発性に端を発し、他機関と協働

した事業計画・実施の好例）

市の事業に先立ち、普及員の働きかけによりコミュニティが家庭菜園を開設し、種子を購入

していたが、これを市長他幹部に報告したことで、市が事業として支援することにつながった。

市は種子を購入し、種子以外の資材提供と技術支援が農牧食糧省（MAGA）により行われた。

住民の自発性により野菜栽培が開始されたり、市が提供できない技術支援を MAGA より受け

たことは以前なかったが、普及員の働きかけ・仲介によりこれが可能になった。

（出所）SEGEPLAN 県支所長、JICA 専門家へのインタビュー。

上記のとおり、市の社会開発事業は向上したと言えるが、指標 1（POA に計上された社会開発

事業の件数）の解釈については以下の二点で注意が必要である。第一に、2016 年の POA は前年

に作成されたものである。つまり、政権交代のあったパイロット 5 市では、社会開発事業の市政

予算化は前任者による成果であった。つまり、新政権の市役所幹部・職員のマネジメント能力が

反映された結果ではない。第二に、パイロット市の一つ、テクティタンが本調査期間中、プロ

ジェクト活動に今後は参加しないことを決定した。これについて納得できる理由は説明されてい

ない。

このように、2015 年までの政権により POA に反映された社会開発事業の件数は増加したが、

政権交代のあったパイロット 5 市では「３－２－３　成果 3」で述べたように市役所幹部・職員

の能力向上は途上にあることを考えると、現時点でパイロット 8 市の社会開発事業が改善したと

結論付けることはできない。したがって、プロジェクト目標の達成度は部分的であると判断され

る。
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表２－ 10　プロジェクト目標の達成状況

指標 達成状況

1. 本プロジェクトで作成し

たガイドブックに記載され

たプロセスと手続きに従

い実施・運営される生活ア

プローチを取り入れたプロ

ジェクトが、2016 年の市政

予算に前年と比較し多く採

択される。

‐ 2016 年、生活改善事業 12 件が POA に計上された。2015
は 11 件だった。それ以前は 0 件であった。

2. 本プロジェクト終了までに、

生活改善アプローチを取り

入れた社会開発事業が実施

されたコミュニティのコ

ミュニティ開発審議会のメ

ンバーのうち、80％超が社

会開発事業の実施体制が改

善したと回答する。

‐現地調査で訪問したパイロット・コミュニティの

COCODE メンバーによると、普及員の定期的な訪問によ

り生活改善アプローチに関する新しい知識を得て、地域

にある資源を使って活動を展開できるようになった。活

動実施前の組織化がより強化されたとの回答もあった。

‐他 COCODE からの情報は入手できなかったため、80％
超が社会開発事業の実施体制が改善したかは判断できな

かった。

表２－ 11　2015 年度の POA に計上された社会開発事業

市 事業名 予算（GTQ）

1.
サンバルトロメ・ホコテナンゴ（キ

チェ県）

雨水貯蓄タンク購入補助金 16,646

2.
サンバルトロメ・ホコテナンゴ（キ

チェ県）

農村部対象改良かまど提供 75,000

3. ウスパンタン（キチェ県） 家庭菜園管理（資材提供） 50,000

4.
ウスパンタン（キチェ県） 家畜管理モジュール（マヤメ

タル）

137,100

5. ウスパンタン（キチェ県） 住居管理（トイレ） 102,000

6. ウスパンタン（キチェ県） 住居改良（改良かまど提供） 120,000

7. カニジャ（キチェ県） トイレ提供 41,038

8. カニジャ（キチェ県） コンクリート洗い場補助金 300,000

9. シビナル（サンマルコス県） 生活改善補助金（トイレ） 25,000

10.
イシチグアン（サンマルコス県） 農業技術部門補助金（食糧安

全保障、トイレ）

272,745

11.
ウニオン・カンティニル（ウエウエテ

ナンゴ県）

生活改善研修 100,000

合計 1,239,599
（出所）各市からの提供資料。
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表２－ 12　2016 年度の POA に計上された社会開発事業

市 事業名 予算（GTQ）

1.
サンバルトロメ・ホコテナンゴ（キ

チェ県）

雨水貯蓄タンク購入補助金 16,646

2. ウスパンタン（キチェ県） 家庭菜園管理（資材提供） 68,500

3.
ウスパンタン（キチェ県） 家畜管理モジュール（マヤメ

タル）

137,100

4. ウスパンタン（キチェ県） 住居管理（トイレ） 102,000

5. ウスパンタン（キチェ県） 食糧安全保障に関する研修 25,000

6. カニジャ（キチェ県） トイレ提供 90,000

7. シビナル（サンマルコス県） 野菜種子の提供 25,000

8. イシチグアン（サンマルコス県） 生活改善補助金（トイレ） 361,135

9.
ウニオン・カンティニル（ウエウエテ

ナンゴ県）

生活改善研修 75,000

10. テクティタン（ウエウエテナンゴ県） 住居資材の提供 750,000

11. テクティタン（ウエウエテナンゴ県） 補助金（改良かまど 100 個） 100,000

12. テクティタン（ウエウエテナンゴ県） 補助金（雨水収集用資材） 50,000

合計 1,800,451
（出所）各市からの提供資料。

３－４　実施プロセス

以下はプロジェクトの実施プロセスに関する特記事項である。

３－４－１　プロジェクトチームへのカウンターパートの配置

プロジェクトの実施機関は SEGEPLAN であるが、プロジェクトチームに常勤のカウンター

パーを配置していない。事業実施官庁でないためである。したがって、JICA 専門家は活動実

施を共に実施することで社会開発事業マネジメントや生活改善アプローチに関する知識・技術

を移転すべき技術カウンターパートがいない。そのため、受益者である市役所幹部・職員に直

接研修を行い、同時に研修のノウハウを移転する外部機関を探さなければならなかった。

３－４－２　プロジェクトチームの再編成

本プロジェクトは先行案件の国別研修や現地研修の成果（公共管理、文書管理）を活かす

形で形成されたため、6 人の現地専門家が現地コンサルタントとして雇用されてプロジェクト

チームを構成する想定されていた。このうち 3 人は対象 3 県に常駐し、活動のコーディネー

ターとなることが想定されていた。しかしながら、プロジェクト開始 1 年が経過した 2014 年

4 月、契約上のリスク管理の観点から契約が解消された（詳細は「５－２　教訓（２）」のと

おり）。これによりプロジェクトチームが縮小して再編成されることになったが、プロジェク

トの対象範囲は見合った変更がなされず、結果として、プロジェクト活動が遅延し、特にパイ
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ロット市への直接支援が手薄になった。

３－４－３　変更管理と PDM 改訂

終了時評価までに PDM は 3 回改訂された。これらの改訂は目標の明確化や成果の修正・追

加を反映したものであった。最後の改訂は 2016 年 3 月にプロジェクトの出口戦略を検討した

際に、これに関連する指標を追加したものである。しかしながら、いずれの改訂もその時点で

特に議論があった点を応急処置的に修正・追加することが優先されており、プロジェクト全体

の進捗を見直した修正がなされたわけではなかった。この結果、指標の重複や不明瞭な入手手

段等が残ることになり、プロジェクト進捗の効率的で的確なモニタリングの阻害要因となった

と思われる。なお、上記「３－４－２　プロジェクトチームの再編成」で述べたように、プロ

ジェクトチーム構成が縮小した際にプロジェクトの対象範囲が見直し・修正されるべきであっ

たと思われる。
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第４章　評価結果

４－１　妥当性

妥当性は極めて高い。

以下に述べるとおり、プロジェクトはグアテマラの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策に

合致している。またプロジェクトのアプローチも適切であることから、本プロジェクトの妥当性

は極めて高い。

４－１－１　グアテマラ政府の開発政策との整合性

グアテマラ政府は「都市農村開発審議会法」、「地方分権化法」、「国家開発計画」にある自治

体強化の政策に沿って市役所の能力強化に取り組んでいる。「国家開発計画（K’atun Nuestra 
Guatemala 2032）」（2014 年策定）では、5 本軸の一つが“都市部と農村部”であり、これに関

する 3 つの優先事項が総合農村開発、持続的な都市開発、地域計画である。一つめの優先事項

に対して設定された指標の一つが“自給自足に必要な持続的な生活が必要な手段・能力となる

競争力の改善”となっている。これに関連して生活改善アプローチの活用が述べられている。

三つめの優先事項については、目標の一つが“市民のニーズや要求に応える市役所のマネジメ

ント能力の開発”である。プロジェクトの目標はこれらの優先事項に合致している。

上記開発計画に基づいて、政府の 5 か年計画（2016 ～ 2020 年）が 2016 年 5 月に発表された。

優先事項の一つが自治体のマネジメントである。同計画では、5 本軸（透明性、保健、教育、

経済開発、治安）のそれぞれに戦略活動が述べられている。また、市役所との調整がこれらの

戦略活動の鍵として言及されている。

４－１－２　開発ニーズとの整合性

「地方分権化法」及び「都市農村開発審議会法」が 2014 年に制定され、開発プロセスにお

いてもコミュニティ参加を伴った地方分権が促進されている。市役所は中央政府から配分され

た予算を用いてコミュニティのニーズに対応するための開発事業を実施することになってい

る。しかしながら、市役所の包括的な参加型開発事業実施の能力向上には未だ改善の余地があ

る。ほとんどの事業がインフラ整備に関するものであり、コミュニティの住民が直接裨益する

市の事業は実施されていない。このように、市役所の社会開発事業マネジメント能力向上に対

するニーズは大きい。

４－１－３　日本の援助政策との整合性

「対グアテマラ国別援助方針」（2013 年）によると、グアテマラに対する支援の目的は持続

的な社会経済開発の支援であり、そのための優先分野の一つが貧困地域における社会経済開発

となっている。

４－１－４　プロジェクトのアプローチの適切性

プロジェクトにおける問題解決アプローチは次の理由から適切であると言える。第一に、日

本の経験に基づいた生活改善アプローチはグアテマラの農村部においても有効である。グア

テマラの農村部のコミュニティは十分に活用されていない地域資源が豊富にある。地域資源の
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有効活用は生活改善アプローチで重要視されることであり、この点でコミュニティの自発性

に基づいた開発に際して有効となる。第二に、コミュニティ参加のプラットフォームである

CODEDE や COMUDE といった既存のメカニズムがパイロット市の経験普及のために機能して

いる。地方分権化の制度下では、このような調整メカニズムはプロジェクトの経験を水平展開

するのに有効である。第三に、市役所はターゲットグループとして最適であった。市役所は中

央政府から移譲された権限や配分された予算を用いてコミュニティの住民にサービス提供する

主体だからである。

４－２　有効性

有効性は中程度である。

以下に述べるとおり、プロジェクト目標は成果により達成されたものであるが部分的である。

したがって、プロジェクトの有効性は中程度である。

４－２－１　プロジェクト目標の達成度

「３－３　プロジェクト目標の達成度」で述べたとおり、プロジェクト目標の達成度は部分

的である。政権交代のあったパイロット 5 市については事業マネジメント能力向上の検証が困

難であった。

４－２－２　プロジェクト目標への成果の貢献

「３－２　成果の達成度」で述べたとおり、プロジェクトの成果は大半がほぼ達成されたも

のの、一部は部分的な達成に留まった。成果 6 つの中で特に 4 つ（成果 1、2、3、4）がプロ

ジェクト目標達成に直接的に貢献している。まず成果 1 として、社会開発事業マネジメントに

おける SEGEPLAN の本庁、県支所、市役所の役割が明確になった。また、生活改善グループ

を様々な形で支援する外部機関の組織間調整が機能している。つまり、市役所は社会開発事業

の計画にあたり SEGEPLAN の指導を受け、実施にあたり外部機関から技術支援を受けている。

第二に、成果 2 として、市役所の社会開発事業マネジメントに役立つガイドライン等の資料が

作成された。即ち、「生活改善アプローチによる市社会開発事業ガイドブック」により社会開

発事業の計画から評価までのプロセスが明確になり、普及員対象の資料もコミュニティでの

ニーズ特定や生活改善事業の計画に役立てられている。これにより生活改善事業の市政事業化

が可能になっている。第三に、成果 3、4 として市役所幹部・職員が知識だけでなくパイロッ

ト事業・活動を通して生活改善アプローチを用いた社会開発事業の実践やコミュニティによる

生活改善活動のファシリテーションの機会を得た。これはプロジェクト実施以前には行われて

いなかったことである。

他方、文書管理に関する成果は社会開発事業マネジメントの能力強化にどのように関連付け

られているのか明確には確認できなかった。これは文書管理を担当する予定であった現地専門

家の投入が継続せず、関連する活動の進展がなかったことにもよると考えられる。文書管理の

重要性については市役所関係者に理解はされている。

プロジェクトによって開発された手法の普及（成果 5、6）については、プロジェクトの経

験が他市、他コミュニティに拡大される際に必要となるものである。上位目標（パイロット市

における非パイロット・コミュニティへの普及）や波及効果（パイロット市以外への普及）に
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より関連しているものである。

４－２－３　プロジェクト目標達成に影響した要因

プロジェクト目標の達成は SEGEPLAN の本庁、県支所からの技術支援を通じて可能になっ

たことは特筆すべき点である。特に市役所が翌年度の POA を作成する指導が功を奏した。日

本や第三国研修で学んだ生活改善アプローチの知識が活かされた。

パイロット市において社会開発事業の予算が一定的に確保できるということがプロジェクト

目標の外部条件とされていた。財務データの詳細は入手できなかったが、市長や技術職員への

質問票調査によるとこの点が影響することはなかった。その他、プロジェクト目標達成に影響

した外部要因はなかった。

４－３　効率性

効率性は中程度である。

投入は適切に活用され、大半の成果はほぼ計画どおり達成されたが、以下の点を考慮するとプ

ロジェクトの効率性は中程度と判断される。

４－３－１　成果の達成度

「３－２　成果の達成度」で述べたとおり、4 つの成果はほぼ達成され、2 つは部分的に達

成されている。

４－３－２　日本側の投入の活用

日本側からの投入の詳細は「３－１－１　日本側の投入」、別添 1 の Annex 7、8、9、10 の

とおりである。

人員、資材、財政面での投入は、現地コンサルタントに関する投入以外は、ほぼ量、質、タ

イミングともに計画どおりに投入され、また目的どおりに活用された。「３－４－２　プロジェ

クトチームの再編成」で述べたとおり、現地コンサルタント 6 人がプロジェクトチームのメン

バーとしてプロジェクト終了まで従事する計画であったが、1 年程度で契約が解消となった。

このうち 1 人は終了時評価時点まで短期契約ベースでプロジェクト活動に関わっているが、他

5 人が計画期間中に得た活動の経験は、雇用契約解除後はプロジェクト実施に活かされなかっ

たことになる。またこの契約解除により、研修や文書管理に関する活動や市役所への直接支援

の一部が遅延または中止された。

４－３－３　グアテマラ側の投入の活用

人員、資材、財政面での投入の大半は量、質、タイミングともに計画どおりに投入された。

パイロット市の普及員の大半は継続して雇用されている。終了時評価時点で活動する普及員

17 人のうち 7 人はプロジェクト開始時より活動に従事している。2015 年の選挙で政権交代の

あった市の大半では普及員の交代があった。この結果、引継ぎの期間に普及員の活動が中断し

た。また、大半の普及員は生活改善事業の専任となっていない。普及員業務以外の業務がある

ため、十分な時間を確保することができなかった。
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４－３－４　成果達成に影響した要因

成果達成を阻害した要因があった。第一に、治安状況の悪化である。イシチグアン市で境界

線をめぐる紛争があり、JICA 専門家はグアテマラ事務所の規則上、この周辺地域に立ち入る

ことが禁止されていた。研修を通じた能力強化が実際にどのように実践されているのかをコ

ミュニティや市役所で直接確認できず、プロジェクトの進捗や課題を適時、正確に特定するこ

とが容易ではなかった。第二に、地滑り、落石、地震等の自然災害とその影響があった。道路

が封鎖された期間、区間があると普及員はパイロット・コミュニティを訪問することができな

かった。第三に、普及員の移動手段が確保されないことがあった。自分のバイクを使用する普

及員や燃料代を負担する普及員もいた。交通手段がなく、パイロット・コミュニティを思うよ

うに訪問できない普及員もいた。

他方、上記のような状況でも普及員のコミットメントと貢献がプロジェクト活動を進捗させ

た。普及員の大半は契約職員であり市役所の別業務を兼務していたり、市役所から交通手段が

提供されず、自分で負担する普及員もいたが、普及員は生活改善アプローチの重要性や有効性

を理解しており、パイロット・コミュニティ訪問や生活改善グループ支援への最大限の努力を

行っていた。

４－４　インパクト

インパクトは今後期待できる。

市役所の社会開発事業により正の変化が既に生じている。社会開発事業が継続し、他コミュニ

ティに普及されれば、さらなるインパクトが期待できる。負のインパクトは報告されていない。

４－４－１　上位目標の達成見込み

（パイロット市において市民の生活状況が改善する）

上位目標の指標は PDM では「2020 年末において、パイロット市の住民の生活状況（教育、

保健・衛生、住居、食糧安全保障等）がプラスに変化する」と設定されているが、具体的にど

のデータを用いて目標達成度を検証するのかが明確でなかった。上位目標は、プロジェクト目

標にある市の社会開発事業の向上によってもたらされるインパクトである。本終了時評価調査

では、パイロット市で実施された生活改善事業・活動によってどのような変化がもたらされた

かを調査した。表４－１にあるとおり、既にパイロット市において正の変化が報告されてい

る。既存のグループが今後も普及員の支援を受け、その経験が他コミュニティ、他市と共有さ

れることにより、対象 3 県でさらなる正のインパクトが生じることが期待される。

表４－１　生活改善事業・活動によってもたらされた正の変化

パイロット市（県） 生活改善事業・活動によってもたらされた主な変化

ウスパンタン（キチェ） ✓　住居が清潔になり整理整頓された。

✓　グループで野菜の種子を買った。支援を待つのではなく、住民

自身で行動を起こした。

✓　自分の消費するもの（食べるもの）により関心を持つようになっ

た。
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サンバルトロメ・ホコ

テナンゴ（キチェ）

✓　住居が清潔になり整理整頓された。

✓　病気（下痢、嘔吐、腹痛）が減少した。この 2 年間保健センター

を訪問したメンバーはいない。以前は毎月 2 ～ 3 名が保健セン

ターを利用していた。

✓　蚊が少なくなった。

✓　自分たちの問題やニーズにより気づくようになった。

✓　プロジェクトに対する理解が変わった。自分たちの活動を補完

するもの、という考えになった。

カニジャ（キチェ） ✓　メンバーがより結束し、活動への参加が増えた。

イシチグアン（サンマ

ルコス）

✓　メンバーが生産活動に向けてより組織化された。

✓　住居やトイレが改善された。

✓　メンバーは自分たちのニーズにより気づくようになった。

シビナル（サンマルコ

ス）

✓　住居が清潔になり整理整頓された。

✓　呼吸器系の疾患が減少した。

✓　女性の調理時の煙害が減少した。

サンマテオ・イシタタ

ン（ウエウエテナンゴ）

✓　住居が清潔になり整理整頓された。

✓　母親の習慣が変化した結果（調理前の手洗い、水浴、飲料水の

煮沸等）、胃の不調、下痢等の病気が減少した。

ウニオン・カンティニ

ル（ウエウエテナンゴ）

✓　住居が清潔になり整理整頓された。

✓　グループ菜園活動により、メンバーはより栄養的になり、支出

が減った。

✓　養鶏活動により収益を得た。また、支出が減った。

✓　外部機関に対して物資ではなく、研修を期待するようになった。

テクティタン（ウエウ

エテナンゴ）

✓　かまど建設にあたり、外部から「提供を受ける」のではなく、

自分たちが持っている資源の何が使えるかを「考える」ように

なった。

（出所）プロジェクト提供資料、普及員からの質問票回答、生活改善グループへのインタビュー。

４－４－２　上位目標以外のインパクト

上位目標以外の正のインパクトが生じている。生活改善アプローチが「国家開発計画（K’

atun Nuestra Guatemala 2032）」（2014 年）に記載されることとなった。これは日本、メキシコで

生活改善アプローチについて研修を受けた SEGEPLAN 職員の努力によるものである。同国家

開発計画は 2016 年以降の 5 か年計画のベースにもなっており、大きな政策的インパクトであ

ると言える。

負のインパクトは生じていない。

４－５　持続性

持続性は中程度である。

普及員研修は成功裏に実施され、ほぼ全てのパイロット市の POA に社会開発事業が計上され

るようになった。普及員は生活改善事業・活動の鍵となるアクターであるが、その人数の確保と

他市、他コミュニティへの普及に関して若干の懸念がある。以下を考慮すると、プロジェクトの
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持続性は中程度である。

４－５－１　政策面

「国家開発計画（K’atun Nuestra Guatemala 2032）」では、生活改善アプローチを示しながら、

自給自足に必要な持続的な生活が総合的農村開発に必要な手段・能力と考えられている。ま

た、市役所のマネジメント能力強化は地域開発に関連する目標として位置付けられている。市

役所のマネジメントは 5 か年計画（2016 ～ 2020 年）においても優先付けられている。このよ

うに、市役所のマネジメントによる生活改善アプローチを用いた農村開発はグアテマラ政府の

優先事項となっている。

４－５－２　制度・組織面

市の社会開発事業に関する手順は「生活改善アプローチによる市社会開発事業ガイドブッ

ク」で説明されている。つまり、普及員がコミュニティを訪問し、生活改善グループを組織化

する。そして普及員はグループのメンバーが自分たちのニーズに気付き、身近にある資源を用

いた活動を実施するのを支援する。活動に外部からの支援が必要な場合、普及員は COMUDE
や COMUSAN を通じて、グループに対して技術支援を提供できる機関を探す。生活改善活動

の中には、POA に計上されて市政事業化されるものもあれば、外部からの支援を全く受けず

に実施されるものもある。

このように、普及員は生活改善活動の発展において鍵となるアクターである。しかしなが

ら、普及員の契約は選挙結果によっては解消されるものもある。生活改善活動の継続のために

は、現在の普及員が継続して勤務でき、新規普及員を養成するメカニズムが必要である。

SEGEPLAN の県支所は市役所が POA を作成するのを支援し、市役所の技術職員を研修する

ことになっている。研修では SEGEPLAN が生活改善活動を POA にどのように反映させるかを

説明する。

社会開発事業を他市、他コミュニティに展開するためには、水平的なネットワークが活用さ

れている。COMUDE や CODEDE の場で生活改善事業・活動のグッドプラクティスが紹介され

る。SEGEPLAN の県支所がこれらの機会においてファシリテーターとなり、社会開発事業の

実施状況を把握することが期待される。

４－５－３　技術面

「３－２－３　成果 3」で述べたとおり、市役所の幹部・職員は社会開発事業のマネジメン

ト及び生活改善アプローチに関する一定程度の理解を得たが、政権交代後の新規幹部及び普及

員は引き続き能力向上が必要である。事業マネジメントや普及員業務に必要な資料はプロジェ

クトによって作成され、全パイロット市に配布された。これらの資料は改訂の必要はないが、

不足した場合増刷が必要である。なおこれらは SEGEPLAN のウェブサイトからダウンロード

できる。

ウエウエテナンゴ県に本部を置き、他県にも支部を持つダ・ヴィンチ大学が普及員研修を引

き継ぐ予定である。研修は 6 か月間のディプロマコースとして実施される。同大学は現在方法

論に関するガイドブックを準備しており、プロジェクトの支援を受けて 2016 年 8 月に第 1 回

コースを開始する予定である。ディプロマコースの内容はプロジェクトの普及員研修に基づい
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ており、同コースはプロジェクトが実施してきた普及員研修と同等の内容・質を提供するこ

とが期待されている。コース講師の養成も 2016 年 8 月に予定されている。コースの最低催行

人数は 30 人であり、受講料は月額 290GTQ（大学からの補助 50GTQ を含む）である。ウエウ

エテナンゴ県で第 1 回コースが実施された後、その内容の振り返りに基づいてカリキュラムや

研修方法が改善され、ウエウエテナンゴ県でのコース継続とキチェ県及びサンマルコス県での

コース開催が検討されることになっている。

４－５－４　財務面

各市役所の財源には中央政府からの交付金、市農村開発審議会制度による分配金、水道

料金徴収や不動産税等の自主財源がある。パイロット市の一例として、2016 年の歳入は約

8,000,000GTQ である。この中から市の投資事業の一部（0.3％）として 4 コミュニティの生活

改善事業に 25,000GTQ が計上されている。生活改善事業への投資は少額で済むものである。

普及員の大半は契約職員であり、普及員業務と他業務を兼任している。中には交通費や活動

費の一部を自分で負担している普及員もいる。現在の生活改善活動を継続し、対象コミュニ

ティを拡大するためには、十分な普及員を雇用する予算、活動費と交通費が確保される必要が

ある。た、普及員の研修用の予算も確保される必要がある。

４－６　結論

ウエウエテナンゴ、サンマルコス、キチェ県において生活改善アプローチを用いた社会開発事

業マネジメントの向上を目指して、本プロジェクトでは必要なガイドブックやマニュアルを開

発し、市役所幹部・職員の能力向上を行った。養成された普及員のファシリテーションにより、

POA に生活改善事業が反映された。これにより対象コミュニティで正の変化が生じている。終

了時評価での懸念の一つは、今後も生活改善アプローチを用いた社会開発事業が POA に反映さ

れるために必要となる、特に新規の普及員を含む市役所職員の継続的な能力向上である。
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第５章　提言と教訓

５－１　提言

上記の評価結果に基づき、プロジェクトは残りの期間で新規の市役所幹部と職員に対して生活

改善アプローチを用いた社会開発事業マネジメントに関する能力強化、SEGEPLAN 県支所の市

役所支援の能力強化に最大限注力することで、計画どおりの期間で終了することを提言する。

以下はプロジェクト完了前と完了以降の提言である。

５－１－１　プロジェクト完了までの提言

（１）パイロット市が 2017 年度の計画・予算策定に生活改善を反映するための能力強化

新市長体制の市役所ではまだ生活改善を踏まえた社会開発事業の計画・予算策定の経験

がないため、引き続き能力強化ニーズが高い。そこで特に市長が交代したパイロット市

は、生活改善を 2017 年度の計画・予算に反映すべく、新たな関係職員の能力強化に対す

るコミットメントが必要である。プロジェクトは計画策定ワークショップや個別コンサル

テーションを通してパイロット市に対する最大限の技術支援を提供すべきである。

（２）SEGEPLAN 県事務所の市役所支援のための能力強化

SEGEPLAN 県事務所の支援機能は、パイロット市での生活改善を踏まえた社会開発事

業の持続的な運営のみならず、プロジェクト後のパイロット市の知見を他市に普及してい

くうえでも重要である。「出口戦略」でもプロジェクト後の SEGEPLAN に期待される責任

が明記されている。プロジェクトは CODEDE や UTD などでその責任を自立的に充足する

ための能力を強化していくべきである。

（３）上位目標の指標の見直し

現在の上位目標の指標（2020 年末において、パイロット市の住民の生活状況（教育、

保健・衛生、住居、食糧安全保障等）がプラスに変化する。）は、収集すべき情報やその

情報源が明確に特定されておらず、現状に適合していない。上位目標はプロジェクトに

よって想起されるインパクトとしてグアテマラ側・日本側共通に理解されるべきで、その

進捗はプロジェクト終了後もモニタリングされる必要がある。そのため、上位目標の指標

を設定しなおす必要があり、以下の案をもって PDM の改訂を提言する。

表５－１　上位目標の指標の改訂案

指標 入手手段

現行 PDM 2020 年末において、パイロット市の住民の生活状

況（教育、保健・衛生、住居、食糧安全保障等）

がプラスに変化する。※終了時評価前に指標の詳

細を決定する。

社会経済状況調査のベー

スラインデータとエンド

ラインデータ
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改訂 PDM 案 1. キチェ県、サンマルコス県、ウエウエテナンゴ

県の各パイロット市において、生活改善を踏まえ

た社会開発事業を実施するコミュニティにプラス

の変化が起こる。

2. キチェ県、サンマルコス県、ウエウエテナンゴ

県の各パイロット市において、生活改善を踏まえ

た社会開発事業を実施するコミュニティがプロ

ジェクト実施時よりも 3 つ増える。

普及員 / 計画官のレポート

５－１－２　プロジェクト完了後の提言

（１）生活改善を踏まえた社会開発の普及

生活改善アプローチはグアテマラの国家開発計画の統合的村落開発の有効な手段として

位置付けられている。その意味で、SEGEPLAN は国会開発計画の実施のために「生活改

善を踏まえた社会開発ガイドブック」を広く市役所に普及させるべきである。さらに、市

役所に対して普及員向けの生活改善研修の情報を提供していくことがコミュニティのニー

ズを踏まえた社会開発事業実施を開始する上でも有益である。

（２）市役所間の持続的な好事例・経験共有の仕組み

ウエウエテナンゴ県とサンマルコス県で合計 36 市が生活改善アプローチに関心を持っ

ている。これはパイロット市で好事例を生み出し、それを広く共有する機会をもった結果

である。国家開発計画にも言及されている生活改善アプローチの普及は一重にプロジェク

ト終了後も市役所の関心を維持・向上させていくかにかかっている。特に CODEDE は市

長間の好事例・経験の共有を促進する持続的な仕組みである。そのうえ、計画官ネット

ワークも生活改善を踏まえた社会開発事業を計画する上での好事例・経験共有において効

果的である。そのため、こうした目的で SEGEPLAN 県事務所の CODEDE や計画官ネット

ワークを調整していく役割が不可欠となっている。

（３）生活改善アプローチを促進する帰国研修員ネットワークの活用

中間レビューでも提言した通り、SEGEPLAN は生活改善を踏まえた社会開発事業を

ファシリテートする普及員向けの研修講師人材として帰国研修員人材の活用が求められて

いる。帰国研修員同窓会（AGUABEJA）や中米・カリブ・メキシコ地域参加型村落開発

ネットワーク（REDCAM）に生活改善アプローチを理解し、その実施に関与している人

材が少なからず存在している。こうした人材の知見・経験を最大限に生かすことが、各市

に生活改善アプローチを普及させていくことにつながる。その意味で、SEGEPLAN は県

事務所、市長、計画官などの会議でこうしたネットワークを積極的に活用することが期待

されている。

５－２　教訓

本調査から得られた教訓は次のとおりである。
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（１）カウンターパート省庁のコミットメント／キャパシティと実質的プロジェクトデザイン

本プロジェクトは、それまでの国別研修や個別専門家による地方での現地研修の成果を活

用するために、実質的に日本側からの提案を踏まえて形成されたものである。そのため、政

策官庁である SEGEPLAN 側がプロジェクト期間中のみならず、プロジェクト終了後も含め

て期待された役割が必ずしも明確に共有されておらず、プロジェクト実施において十分なコ

ミットメントが引き出しきれていない課題を抱えていた。

中米の多くの国では必ずしも中央政府の地方政府に対する技術支援体制が十分ではない状

況に鑑みると、一方でプロジェクト開始前にカウンターパート省庁のコミットメントを引き

出すことは必要であるが、他方で市レベルの生活改善を踏まえた社会開発事業を持続的に支

援する体制を必ずしもカウンターパート省庁内部にのみ構築するのではなく、支援内容に応

じて体制構築すべきところを柔軟に検討していくことが必要である。そのうえで、プロジェ

クトの目に見える進捗を示すことでカウンターパート省庁の理解・関心を高めるよう働きか

けるのと同時に、プロジェクト終了後を見越した市の職員研修や計画・予算策定支援などを

担うことが期待される機関を早期に特定し、ともにプロジェクト活動を実施しつつ能力を高

めていくことが必要である。

（２）ローカルリソースとプロジェクトデザイン

上記（１）のとおり、本プロジェクトは先行の国別研修や現地研修の成果を活かす形で形

成されたため、日本人専門家の他に現地コンサルタントとして雇用された現地専門家 6 人が

充てられた。しかし、プロジェクト開始後のグアテマラでの労働者の権利を守る動きによ

り、コンサルタント契約であっても偽装請負の訴訟リスクが拭えず、結果的に契約を解消せ

ざるを得なかった。プロジェクト成果やそのための活動・対象サイト（数・場所）は 6 人の

現地専門家がいることを前提にデザインされたものであるが、6 人との契約が解消された後

もプロジェクトデザインを変更することはなく、結果的に日本人専門家に過度な負担がかか

り、一部活動が遅延する、パイロット市のサポートが十分できなくなるといった支障が生じ

た。

近年の技術協力では、費用対効果の観点から現地の状況に詳しい現地専門家やコンサルタ

ントを活用する傾向は強まっている。彼らは先進国での研修・留学経験、さらには政府職員

もしくはコンサルタントとしてドナー事業への関与経験があり、人材不足に悩む途上国政

府の機能を補完したり、人材育成を担ったりしている。日本側にとっても、必ずしも現地事

情に十分精通しているわけではない中で、こうした現地、特に地方の事情に詳しい現地専門

家やコンサルタントの存在は日本が持つ技術・経験を有効活用する上でも効果的である。し

たがって、今後も日本人専門家だけではなく、現地専門家・コンサルタントの存在を踏まえ

て、協力の投入や活動をデザインすることが増えてくるだろう。その場合、こうした現地専

門家やコンサルタントをどこまで活用するのか、プロジェクト終了後にどう位置づけるのか

をプロジェクト計画時に十分検討するのと同時に、プロジェクト実施期間中にローカルリ

ソースが活用できなくなったときにプロジェクトとしてどういった代替手段により、どこま

での支援が可能で、結果的にどういった成果の落としどころになりそうかといったデザイン

を再検討することが必要になる。
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（３）政権交代とプロジェクト期間

本プロジェクトでは、プロジェクト終了の前年に中央・地方で選挙があることを織り込

み、選挙の翌年まで実施することで、選挙前までの成果を踏まえて新政権（中央・地方と

も）に生活改善を踏まえた社会開発事業に対する認識を持ってもらうことを想定していた。

実際には、8 市中 5 市の市長が交代したが、多くの市の市長に生活改善にかかる認識を持っ

てもらう働きかけはできたが、その認識を持って実際に新たにコミュニティに生活改善を促

し、それを支援するための社会開発事業の計画・予算策定をする能力が伴わず、それが終了

時評価の結果にも大きく影響した。

4 年に 1 度の選挙で行政の体制が一変することの多い中南米では中長期的な体制構築は困

難な課題であるが、敢えて選挙時期をまたいでプロジェクト期間を設定する場合、人員体制

が一変することを予めプロジェクトデザインに織り込んで、最低限新体制下で一度は計画・

予算策定をする期間をカバーして支援をデザインすることで、人員体制が変わっても最低限

残しておくべき能力（キャパシティ）を確保することが望ましい。

（４）コミュニティに既存する自治の仕組みを利用した生活改善事業

パイロット・コミュニティのうち、ごく一部の住民が生活改善グループを構成して散発的

な活動実施にとどまったグループもあれば、コミュニティ全体として生活改善活動を実施し

たグループもあった。後者は、共有資源を維持管理する仕組みを持った自然村であり、コ

ミュニティに自治の仕組みが機能していたグループである。本プロジェクトでは、コミュニ

ティでの生活改善事業・活動のパイロット的な実施は、市役所の社会開発事業マネジメント

の実践練習の他、他市・他コミュニティへ普及するグッドプラクティスの抽出の場でもあっ

た。このように、生活改善事業を支援するには、普及員がコミュニティの自治の仕組みや共

有資源の管理（自己組織力）の実態を確認し、意識化・組織化の働きかけができるよう、普

及員の能力向上を行うことが重要である。また、パイロット・コミュニティを選定する際に

も自治の仕組みや共有資源管理の経験を基準とすることも有効である。
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第６章　団長所感

（１）プロジェクトを通じた生活改善アプローチの理解の促進

プロジェクトでは生活改善のアプローチを通して市の社会開発事業を形成、実施する取り

組みを行い、そのために必要となる普及員の研修、計画局職員の研修、市長への研修あるい

は動機づけの取り組みを行った。パイロット市となった 8 市での段階を追った継続的な研修

を普及員に実施し、パイロット・コミュニティでの取り組みの実践と、計画局職員、市長に

対する研修とコンサルテーションを通じた社会開発事業の計画立案と実施により、コミュニ

ティのニーズに基づいたコミュニティ自身の取り組みを市が事業を通して支援した。このプ

ロセスの中で普及員、計画局職員、市長を含む市の幹部の生活改善アプローチに対する理解

が進むとともに、コミュニティでの具体的な活動の結果が見えてくるにしたがって生活改善

アプローチの効果に関する認識が高まったものと思われる。2015 年の選挙に伴う市の政権

交代が 8 市中 5 市において生じたにも関わらず、このプロセスはガイドブックやグッドプラ

クティス事例としてまとめられ、新市長への研修で生活改善アプローチによる具体的なプロ

セスとコミュニティでの目に見える結果が紹介されことにより、生活改善アプローチの効果

に関して新市長の認識と理解を高めることにつながったものと思われる。

しかし、5 市においては市長の交代に伴い、普及員や計画局職員も交代し、プロジェクト

の残りの期間に彼らに対する研修、ワークショップを行い、生活改善アプローチに基づく

社会開発事業が 2017 年度の POA に組み入れられ、予算化されるように市の能力強化を支

援する必要がある。POA の作成は 10 月以降に予定されているため、プロジェクト終了後に

SEGEPLAN を通じて、パイロット市の生活改善アプローチに基づく社会開発事業の予算化

と実施状況をモニタリングすることを JICA グアテマラ事務所にお願いしたい。

（２）本邦研修の有効性

プロジェクト開始当初はカウンターパート機関の SEGEPLAN の関係者の中に生活改善ア

プローチに関して理解を示す人材が少なかった。そのため生活改善という言葉を広義に社

会開発事業として示し、オブラートに包んだ形でプロジェクトが開始された。しかし、そ

の後プロジェクトが実施した JICA 筑波でのカウンターパート研修で SEGEPLAN 本庁の部

長クラス、県支所長、市長、市議会議員、計画局職員、普及員などに対してプロジェクト

のチーフアドバイザーも同行して生活改善に関する研修を行った。この本邦研修の機会が

SEGEPLAN や市長などプロジェクト実施におけるキーパーソンの生活改善アプローチに対

する理解を深めることに重要な役割を果たしたと思われる。特に SEGEPLAN のプロジェク

ト関係者の生活改善への理解が深まったことが中間レビュー後に生活改善アプローチを通し

た社会開発事業、と PDM に明確に示す改訂につながったとともに、プロジェクトへの関与

が以前より強まった要因となった。

また、2014 年 2 月の本邦研修に参加したミゲル・アンヘル現 SEGEPLAN 長官（当時は県

支所直轄部部長）は研修を通して生活改善アプローチに関する理解を深め、SEGEPLAN が

策定した「国家開発計画（K’atun Nuestra Guatemala 2032）」に農村開発のアプローチの一つと

して生活改善アプローチを取り入れた。このようにプロジェクトの活動において本邦研修が

効果的に使われ、参加者の生活改善に関する理解とプロジェクトへの関与を深める重要な役
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割を果たした。

（３）普及員研修の持続性

プロジェクトで実施した普及員研修を持続可能なものとするために研修実施の受け皿とな

る機関を探すことが課題であったが、ウエウエテナンゴ県にあるダ・ヴィンチ大学が普及員

研修の実施に関心を持ち、8 月から 6 ヶ月間のディプロマコースの実施の準備が進められて

いる。月 1 回の講義と現場での実践を組み合わせており、研修参加者の実践経験の共有とプ

ロジェクトに参加した普及員や SEGEPLAN 県支所長などをリソースパーソンや講師にして

経験を共有し、実践的な研修コースにすることが望ましい。市役所の普及員だけでなく、県

支所長が農牧省の普及員など中央省庁の出先の普及員にも研修コースの情報を伝えており、

幅広い参加者を確保して生活改善アプローチの普及につなげていくことが望ましい。ダ・

ヴィンチ大学が継続的に生活改善普及員の研修コースの実施ができるように、SEGEPLAN
本庁がどのような関わりを持って連携することが可能なのか、プロジェクト終了までに連携

の形態と合意内容を明確にすることが望ましい。また大学の支部があるキチェ県やサンマル

コス県での将来的な実施も可能になるように、研修コースの指導に当たるダ・ヴィンチ大

学の教員を JICA 筑波で実施している生活改善の課題別研修に参加できるようにすることが

望まれる。さらに、講師リソースとして SEGEPLAN や 8 市のプロジェクト関係者に加えて

REDCAM などの生活改善研修の帰国研修員のリソースを活用することも考えられる。これ

らの点に関して JICA グアテマラ事務所が継続的にフォローし、情報提供などの支援を実施

することをお願いしたい。

（４）SEGEPLAN 県支所の役割

SEGEPLAN の県支所長は市の計画策定、年次計画の策定に技術的な支援を行い、県開発

審議会の事務局的役割を持ち、県おける出先機関が集まった UTD の調整役の役割を担って

いる。プロジェクトの中で 3 県の支所長は生活改善の本邦研修や北海道の参加型自治体行政

の研修に参加するなど、生活改善アプローチの知識を深め、プロジェクトの活動にも参加し

てきた。しかし、県支所は支所長と計画担当、情報担当など、市の支援を行うことができる

技術者が 3 名程度しかおらず、市に対する限定的な支援しか実施できない状況にある。した

がって、パイロット市に対するフォローアップとともに、彼らの本来業務の機会を利用して

他市への生活改善アプローチの紹介を行うことが望ましい。例えば、県支所に市の計画局職

員を集めて実施する計画策定に関する技術的な研修や年次計画作成のためのオリエンテー

ションの機会を通じた生活改善アプローチに基づいた社会開発事業の形成・実施に関する研

修や情報提供、県開発審議会あるいは市長との特定テーマにての会合におけるパイロットプ

ロジェクト市の活動の経験共有、市開発計画局職員のネットワークの活用した経験共有、県

技術ユニットを通じた市への情報提供、などが考えられる。パイロット市のフォローアップ

と、他市へ普及の取り組みをどのような機会を利用して行うのか、プロジェクト終了までに

3 県の支所長と確認しておく必要がある。

プロジェクトでの 3 県の取り組みを他の県の支所長や支所の技術者に紹介する機会を設け

ることを SEGEPLAN 本庁のイニシアチブで実施することも生活改善アプローチの普及の観

点から重要である。ガイドブックやグッドプラクティス事例などを活用し、県支所長間での
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経験共有を促進することが望ましい。

（５）政策官庁による現場での活動への支援

SEGEPLAN は市の計画策定を技術的に支援する責任を持っているが、政策官庁であり、

具体的な事業を実施することはできない。また、県支所を持っているが人数が限られ、市に

対するきめ細かい支援を行う体制になっていない。SEGEPLAN に十分な手足がないために、

プロジェクト開始当初はパイロット市の支援を行い具体的な成果を出すために、3 名をロー

カルエキスパート、3 名を県ファシリテーターとして 6 名のローカルリソースを活用してプ

ロジェクトの実施を行った。しかし、グアテマラの労働契約の問題点からコンサルタントの

契約が更新されず、2014 年 4 月以降は日本人専門家が直接指導する体制でプロジェクトが

実施された。日本人専門家による継続的な研修とコンサルテーションとパイロット市の市

長、計画担当官、普及員の取り組みの成果として、生活改善の目に見える結果が各市で発現

した。

政策官庁が特定の政策を市などの現場レベルで実施していくためには、法的・制度的な枠

組みが必要になる。その意味で、「国家開発計画（K’atun Nuestra Guatemala 2032）」の重点課

題である農村開発のアプローチの一つとして生活改善アプローチが位置付けられたことは、

プロジェクトの政策的根拠として正統性を持たせることにつながった。また、プロジェクト

のパイロット市に対する継続的な研修や働きかけにより、生活改善アプローチに基づいた社

会開発事業の目に見える成果が表れ始め、そのプロセスをガイドブックやグッドプラクティ

ス事例として取りまとめ、手法・プロセスの確立がなされたことは、政策実施のためのガイ

ドラインの整備となり、政策的な枠組みとその実施の手法を提供し政策的な持続性を確保す

ることにつながった。プロジェクトで作成したガイドブックやグッドプラクティス事例は

SEGEPLAN のホームページに掲載されダウンロードして参照可能になっている。

技術協力プロジェクトでは、政策的な枠組みや法的な枠組みがあっても、実施されていな

い、機能していない、という状況を改善するために手法やプロセスの開発・試行を通してモ

デルや手法を確立する支援を行う場合が多い。本プロジェクでは制度的枠組みが弱い中でプ

ロジェクトを開始し、生活改善アプローチに関する SEGEPLAN のキーパーソンの理解の促

進、市での活動が目に見える成果を出し始めたことから国家開発計画の制度的枠組みに位

置付けられるというインパクトが生まれた。これは PDM の範囲外のことであり、本来であ

れば PDM の中に取り入れられるべきもの、あるいはこのことを念頭においた仕掛けを PDM
の中に組み入れておくことが必要であったのではないかと思われる。政策官庁との技術協力

においては必要となる法的・制度的・政策的組みの確立とその枠組みの中で現場において機

能する実施プロセス・手法を試行し、確立してガイドライン化するという両方の側面が必要

になることが再認識された。

現政権は国家開発計画に基づき、SEGEPLAN、農牧省、保健省、食糧安全庁、全国市連合

会などの関係機関が連携して、ウエウエテナンゴ、キチェを含む 4 県の 81 市を対象に栄養

改善プログラムの実施を進めている。その中で生活改善アプローチの活用も計画されてお

り、キチェ県のパイロット市であるウスパンタン市では食糧安全保障・栄養改善を市の優先

的な取り組みとして生活改善の 2 名に加えて 10 名の食糧安全保障の普及員を雇用し、生活

改善アプローチを取り入れた活動を展開しようとしている。中央の政策・プログラムと連携
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した市の事業の実施につながることから、プロジェクトの残り 4 か月の期間に中央のプログ

ラムとの連携を意識し、ウスパンタン市に対して市の事業計画作成や実施に関するコンサル

テーション、技術支援を行い、4 県に対する栄養改善プログラムにおける生活改善アプロー

チを用いたモデル的な事業（グッドプラクティス）となるような支援を行うことが望ましい。
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࡟ᕷࢺࢵࣟ࢖ࣃ࣭
ᑐࡿࡍ஺௜㔠ࡀⴭ
࡞ࢀࡉῶ㢠ࡃࡋ
ࠋ࠸

��bࢺࢵࣟ࢖ࣃᕷࡢᕷᖿ㒊ࠊᕷᙺᡤ⫋ဨࡢᕷᙺᡤࡿࡼ࡟♫఍㛤Ⓨ஦ᴗ࡟ಀࡿ
ࠋࡿࡍୖྥࡀ㆑▱ࡢ࡚࠸ࡘ࡟ࢺ࣓ࣥࢪࢿ࣐ࣝࢡ࢖ࢧࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉ

ᩍᮦࠊࢡࢵࣈࢻ࢖࣭࢞

࡞࡟☜᫂ࡀಟᐇ᪋ᶵ㛵࣭ෆᐜ◊࡞⬟ྍࢫࢭࢡ࢔持続ⓗ࡛ࡽ࠿ᕷࢺࢵࣟ࢖ࣃࠊ࡟࡛ࡲ஢⤊ࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉ࣭
ࠋࡿ

ࠋࡍ♧ࢆ࿡⯆࡚ࡋ㛵࡟ᑟධࢳ࣮ࣟࣉ࢔άᨵၿ⏕ࡀ࣮࢕ࢸࢽ࣑ࣗࢥ��࡟ࡽࡉࠊ࡚࠸࠾࡟ᕷࢺࢵࣟ࢖ࣃ࣭

・䚷研修ཧຍ⪅に関するሗ࿌᭩

・䚷研修ཧຍ⪅に関するሗ࿌᭩

ධࡾྲྀࢆࢳ࣮ࣟࣉ࢔άᨵၿ⏕ࡢᕷᙺᡤ⫋ဨࠊᕷᖿ㒊ࠊᕷ㛗ࡢᕷࢺࢵࣟ࢖ࣃ��
ࡍୖྥࡀᐇ᪋⬟ຊࡢࢺ࣓ࣥࢪࢿ࣐ࣝࢡ࢖ࢧࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉࡢ఍㛤Ⓨ஦ᴗ♫ࡓࢀ
ࠋࡿ

࣭����ᖺࢺࢵࣟ࢖ࣃྛࠊ࡟ᕷ࠸࠾࡟⏕άᨵၿࡾྲྀࢆࢳ࣮ࣟࣉ࢔ධࡓࢀ♫఍㛤Ⓨ஦ᴗࡢ��㸣ࡀᡂᯝ㸰࡛ྲྀࡾ
ࠋࡿ࠸࡚ࢀࡉᐇ᪋࡚ࡗ๎࡟ࢺࢵ࣐࣮࢛ࣇࡧᡭ㡰ཬࡓࢀࡽࡵ࡜ࡲ

ᕷẸࠊᕷᙺᡤࡢᕷࢺࢵࣟ࢖ࣃ㸸ࣉ࣮ࣝࢢࢺࢵࢤ࣮ࢱ
ᑐ㇟ᆅᇦ㸸ࡢ┴ࢫࢥ࣐ࣝࣥࢧࠊ┴࢙ࢳ࢚࢟ࣝࠊ┴ࢦࣥࢼࢸ࢚࢚࢘࢘�ᕷ

��b⮬἞యࡢ⬟ຊホ౯⤖ᯝཬࡧ⟶㎄஦㡯࡟ᇶ࡙ࠊࡁᕷᙺᡤࡿࡼ࡟♫఍㛤Ⓨ஦
ᴗࡢ�ͤࢺ࣓ࣥࢪࢿ࣐ࣝࢡ࢖ࢧࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉࡿ࠿࠿࡟ᡭἲࡀయ⣔໬ࠋࡿࢀࡉ

࣭◊ಟ⤊஢᫬ࡢ⌮ゎᗘࡢࢺࢫࢸ⤖ᯝཷࠊㅮ⪅඲యྜࡀ���ࡢ᱁ࠋࡿ࠸࡚ࡋ ࣭◊ಟホ౯ሗ࿌᭩

ࢀධࡾྲྀࢆࢳ࣮ࣟࣉ࢔άᨵၿ⏕ࠊࡿࡍ࡜㇟ᑐࢆᕷᙺᡤᢏ⾡⫋ဨࠊᕷᖿ㒊ࠊᕷ㛗࡟࡛ࡲ஢⤊ࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉ࣭
⬟ᥦ౪ྍࡀᩍᮦࡧཬࢡࢵࣈࢻ࢖࢞ࡿࡍ㛵࡟ᡭἲࢺ࣓ࣥࢪࢿ࣐ࣝࢡ࢖ࢧࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉࡿಀ࡟఍㛤Ⓨ஦ᴗ♫ࡓ
ࠋࡿ࡞࡟ែ≦࡞
ࡿಀ࡟఍㛤Ⓨ஦ᴗ♫ࡓࢀධࡾྲྀࢆࢳ࣮ࣟࣉ࢔άᨵၿ⏕ࠊࡿࡍ࡜㇟ᑐࢆᕷᬑཬဨ࡟࡛ࡲ஢⤊ࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉ࣭
ࠋࡿ࡞࡟ែ≦࡞⬟ᥦ౪ྍࡀᩍᮦࡧཬࣝ࢔ࣗࢽ࣐ࡿࡍ㛵࡟ᡭἲࢺ࣓ࣥࢪࢿ࣐ࣝࢡ࢖ࢧࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉ

࣭㛵㐃ᩥ᭩（-&&ࢶࢵࢽ࣑）

࣭㛵㐃ᩥ᭩（┴ㄪᩚጤဨ఍ࡢ㆟஦㘓）

࣭㛵㐃ᩥ᭩（ᕷ᮲౛࡟ࣝ࣋ࣞྛࠊᛂࡓࡌ⤌⧊㛫
఍ྜࡢ㆟஦㘓）

⧳ࡾྲྀࢫ࢕ࢸࢡࣛࣉࢻࢵࢢࠊㄪᰝࣥ࢖ࣛࢫ࣮࣋
ࡵ

⧳ࡾྲྀࢫ࢕ࢸࢡࣛࣉࢻࢵࢢࠊㄪᰝࣥ࢖ࣛࢫ࣮࣋
ࡵ

࣭ᕷ㛗ࠊᕷᖿ㒊ࠊᕷᙺᡤᢏ⾡⫋ဨࢆᑐ㇟ᩥࡓࡋ࡜᭩⟶⌮࡟㛵୍ࡿࡍ㐃ࡢᩍᮦࠋࡿ࠸࡚ࡋ❧☜ࡀ

�ᩥ᭩⟶⌮࡟㛵ࡿࡍᣦᶆ
ࡿࡍసᡂ࡛ࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉࠊࢀࡉ㊶ᐇࡀ⌮⟶᭩ᩥࠊ࡚࠸࠾࡟ᕷࢺࢵࣟ࢖ࣃࡢ඲࡚࡟࡛ࡲ஢⤊ࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉ࣭
ᩥ᭩⟶⌮≧ἣᇶ‽ͤ࡟�ᇶ࡙ࡃデ᩿⤖ᯝࡀ�ẁ㝵௨ୖࠋࡿࡀ࠶

ሗ࿌᭩ࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉ࣭

࣭ᆅᇦ࣮ࣜࢢࣥࣜ࢔ࣄࡢ࡬࣮ࢲሗ࿌᭩

ࡓࢀࡉ⏬ィ࡟㇟ᑐࢆ࣮ࢲᆅᇦ࣮ࣜࠊᕷ⫋ဨࠊᕷᖿ㒊ࠊ࡚࠸࠾࡟ᕷࢺࢵࣟ࢖ࣃࠊ࡟࡛ࡲ஢⤊ࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉ࣭
◊ಟࡢ��㸣ࡀᐇ᪋ࠋࡿࢀࡉ

�ࡢ⪅㇟ಟᑐ◊࡟ಟ◊ࡿࡅ࠾࡟ᕷࢺࢵࣟ࢖ࣃྛࠊ࡟࡛ࡲ஢⤊ࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉ࣭�㸣௨ୖࡀཧຍࠋࡿࡍ

࣭ᑡࡢ��ࡶ࡜ࡃ࡞⏕άᨵၿࢆࢳ࣮ࣟࣉ࢔ᐇ㊶ࠊࡀࣉ࣮ࣝࢢࡿࡍάືࡢィ⏬ࠊᐇ᪋ࠊࢢࣥࣜࢱࢽࣔࠊホ౯ࢆ
ࠋ࠺⾜

࣭ᮏ࡛ࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉసᡂ࡟ࢡࢵࣈࢻ࢖࢞ࡓࡋグ㍕࡜ࢫࢭࣟࣉࡓࢀࡉᡭ続࡟ࡁᚑ࠸ᐇ᪋࣭㐠Ⴀࡿࢀࡉ⏕ά࢔
ࠋࡿࢀࡉ᥇ᢥࡃከࡋẚ㍑࡜๓ᖺ࡟⟭ᕷᨻணࡢ����ᖺࠊࡀࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉࡓࢀධࡾྲྀࢆࢳ࣮ࣟࣉ

࣭ᮏࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉ⤊஢ࠊ࡟࡛ࡲ⏕άᨵၿࡾྲྀࢆࢳ࣮ࣟࣉ࢔ධࡓࢀ♫఍㛤Ⓨ஦ᴗࡀᐇ᪋࢕ࢸࢽ࣑ࣗࢥࡓࢀࡉ
ࠋࡿࡍ⟆ᅇ࡜ࡓࡋᨵၿࡀᐇ᪋యไࡢ఍㛤Ⓨ஦ᴗ♫ࡀ��㸣㉸ࠊࡕ࠺ࡢ࣮ࣂ࣓ࣥࡢ㛤Ⓨᑂ㆟఍࢕ࢸࢽ࣑ࣗࢥࡢ

ࡿࡅ࠾࡟఍㛤Ⓨ஦ᴗᐇ᪋♫ࡿࡼ࡟ᕷᙺᡤࡓࢀධࡾྲྀࢆࢳ࣮ࣟࣉ࢔άᨵၿ⏕࡟஢᫬⤊ࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉ࣭
ࠋࡿ࠸࡚ࢀࡉసᡂࡀ᭩ᩥࡓࡋグ㍕ࢆᙺ๭ࠊ௵㈐ࡢ$1/3)*)6

࣭㛵ಀ⤌⧊㛫ࡢㄪᩚయไࢆグ㍕ࡓࡋṇᘧᩥ᭩ࡢࢀࡒࢀࡑࡀᕷ࡛సᡂࠋࡿࢀࡉ

࣭ᕷ࡟ᑐࡿࡍᨻᗓᢏ⾡ศ㔝ᶵ㛵ࡢࡽ࠿ᢏ⾡ᨭ᥼ࡀቑຍࠋࡿࡍ

༠ຊᮇ㛫㸸����ᖺ�᭶ࡽ࠿����ᖺ�᭶࡛ࡲ（�ᖺ࠿�᭶㛫）

ࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉᅜᆅ᪉⮬἞య⬟ຊᙉ໬࣐ࣛࢸ࢔ࢢ㸸ྡࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉ సᡂᖺ᭶᪥㸸����ᖺ�᭶��᪥

ᣦᶆ ධᡭᡭẁ

㸸6(*(3/$1ࢺ࣮ࣃ࣮ࢱࣥ࢘࢝

࣭◊ಟཧຍ⪅グ㘓
࣭ཧຍ⪅ࡿࡼ࡟◊ಟホ౯
࣭◊ಟཷㅮ⪅࣮ࣗࣅࢱࣥ࢖ࡢ࡬

࣭����ᖺᮎࢺࢵࣟ࢖ࣃࠊ࡚࠸࠾࡟ᕷࡢఫẸࡢ⏕ά≧ἣ（ᩍ⫱ࠊಖ೺࣭⾨⏕ࠊఫᒃࠊ㣗⣊Ᏻ඲ಖ㞀➼）ࣉࡀ
ࠋࡿࡍኚ໬࡟ࢫࣛ
ͤ⤊஢᫬ホ౯๓࡟ᣦᶆࡢヲ⣽ࢆỴᐃࠋࡿࡍ

࣭♫఍⤒῭≧ἣㄪᰝ࢚࡜ࢱ࣮ࢹࣥ࢖ࣛࢫ࣮࣋ࡢ
ࢱ࣮ࢹࣥ࢖ࣛࢻࣥ

࣭ྛᕷᙺᡤࡿࡼ࡟♫఍㛤Ⓨ஦ᴗ࡟㛵ࡿࡍ᭩㢮ࠊ
ᬑཬဨࡿࡼ࡟ሗ࿌᭩
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άື 㡯┠
せဨ ᪥ᮏ（-,&$� （1$/3)*)6）࣐ࣛࢸ࢔ࢢ

㻝㻙㻝㻚㻌パイロット市において本プロジ䜵クトの䜸ー䝘ー䝅ップを高めるためのၨ発活動
を、市ᙺ所による社会開発事業の関㐃┬庁、市ᖿ㒊及䜃市職員にᑐし実施する䚹

㛗ᮇᑓ㛛ᐙྡ�ࠉ（ᴗົㄪᩚ） ྡ�࣮ࢱࢡࣞ࢖ࢲࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉ

㻝㻙㻞㻚㻌市長、関㐃機関の県代⾲、୰ኸᨻᗓ、プロジ䜵クトのㄪᩚ委員会等の関ಀ⪅の
㈐௵、⩏務、ᙺ๭を᫂確にする䚹

▷ᮇᑓ㛛ᐙྡ�ࠉ�ᚲせ࡟ᛂࡌ） ྡ�࣮ࣕࢪ࣮ࢿ࣐ࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉ

㻝㻙㻟㻚㻌㻿㻱㻳㻱㻼㻸㻭㻺ḟᐁが୰ᚰ䛸なって、㻶㻯㻯を❧䛱ୖ䛢、ㄪᩚ業務を実施する䚹 ➨୕ᅜᑓ㛛ᐙ ๪ྡ�࣮ࣕࢪ࣮ࢿ࣐ࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉ

㻝㻙㻠㻌プロジ䜵クトの代⾲が、市のコミットメント䛸ཧຍを確認するための合ពᩥ᭩を各
市の市長䛸⥾⤖する䚹

࣮ࢿ࢕ࢹ࣮ࢥࡢ$1஦ົᡤ/3)*)6ࡿࡅ࠾࡟┴㸱ࢺࢵࣟ࢖ࣃ
（㸯ྡࡁࡘ࡟┴ྛ）࣮ࢱ

㻝㻙㻡㻚㻌㻿㻱㻳㻱㻼㻸㻭㻺の県代⾲が୰ᚰ䛸なって、県ㄪᩚ委員会を❧䛱ୖ䛢る䚹 ࣇࢵࢱࢫ࣮ࣝ࢝ࣟ

㻝㻙㻢㻚㻌パイロット市において市長の㈐௵のも䛸で市ㄪᩚ委員会をタ置し、㻶㻯㻯で⟇定
したᖺ㛫計画にᇶ䛵き、本プロジ䜵クトのアク䝅䝵ンプランを⟇定する䚹

㻝㻙㻣㻚㻌市ᙺ所による社会開発事業における⤌⧊㛫ㄪᩚに関する市ᙺ所ྥけのガイド
ブックをస成する䚹

ᶵᮦ ྛᕷࡢ᝟ሗ⥙ᩚഛࡢࡵࡓࡢᶵჾ ᶵᮦ࡞ᚲせ࡟ࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉ

㻝㻙㻤㻚㻌各パイロット市における市ᙺ所による社会開発事業のプロジ䜵クト䝃イクルマネ
ジメント実施状況に䛴いて䝰ニタリン䜾、ホ౯を実施し、ሗ࿌᭩をస成する䚹

㌴㍢�ྎ

㻝㻙㻥㻚䜶ンドラインㄪᰝを⾜い、プロジ䜵クトの⤖ᯝをྲྀり䜎䛸める䚹

㻞㻙㻝㻚⮬἞యの⬟力ホ౯⤖ᯝを見┤す䚹

㻞㻙㻞㻚㻌市が市ᙺ所による社会開発事業を実施するために㻿㻱㻳㻱㻼㻸㻭㻺及䜃関㐃┬庁
が⟇定したᡭ続き、ᣦ㔪、マニュアル、研修ᩍᮦを見┤す䚹

㻞㻙㻟㻚㻞㻙㻞を㋃䜎䛘、ᡭ㡰及䜃䝣䜷ーマットに䛴き⿵完の要ྰに䛴き᳨ウを⾜う䚹

㻞㻙㻠㻚㻌市ᙺ所による社会開発事業のプロジ䜵クト䝃イクルマネジメントᡭἲに関するᡭ
㡰や䝣䜷ーマットを⿵完するためのガイドブックやᩍᮦをస成する䚹

᪋タ ࡋ࡞ ➼㥔㌴ሙࠊࢫ࣮࣌ࢫࢫ࢕ࣇ࢜

㻞㻙㻡㻚㻌パイロット市でのプロジ䜵クトに関する⤒㦂に関する᝟ሗを཰㞟、分ᯒする䚹

㻞㻙㻢㻚㻌㻿㻱㻳㻱㻼㻸㻭㻺はプロジ䜵クトでస成したガイドブック、ᩍᮦをᢎ認し、関㐃機関䛸ඹ
有する䚹

࡟ᕷࢺࢵࣟ࢖ࣃ࣭
ࡀ἞Ᏻ≧ἣࡿࡅ࠾
ⴭࡃࡋᝏ໬࡞ࡋ
ࠋ࠸

࡟ᕷࢺࢵࣟ࢖ࣃ࣭
⥅ࡀᬑཬဨࡿࡅ࠾
続ⓗ࡟㞠⏝ࢀࡉ
ࠋࡿ
ࠉ
࣭⮬↛⅏ᐖ�ὥỈࠊ
ᆅࣟࣉࡀ（ࡾ⁥
࡞ࡁ኱࡟ࢺࢡ࢙ࢪ
ᙳ㡪ࢆ୚ࠋ࠸࡞࠼

ሗ࿌᭩ࢺࣥ࣋࢖࣭

ሗ࿌᭩ࢺࣥ࣋࢖࣭

࣭ᨵၿࡸࢡࢵࣈࢻ࢖࢞ࡓࢀࡉᩍᮦ
࣭ᨵၿࡸࢡࢵࣈࢻ࢖࢞ࡓࢀࡉᩍᮦࢆά⏝ࡿࡍ◊
ಟࡢィ⏬ཬࡧሗ࿌᭩

࣭ᕷᖿ㒊ཬࡧᕷ⫋ဨ࣮ࣗࣅࢱࣥ࢖ࡢ࡬
࣭ᘬࡂ⥅ࡁィ⏬ཬࡧሗ࿌᭩

࣭⏕άᨵၿࡢࣝ࢔ࣗࢽ࣐ࡸࢡࢵࣈࢻ࢖࢞ࡢࢳ࣮ࣟࣉ࢔ෆᐜࢀࡽࡵ࡜ࡲࡾྲྀࡀࢫ࢕ࢸࢡࣛࣉࢻࢵࢢࡢࡘ�࡟
ࠋࡿ

࣭᱌௳⤊஢ࢺࢵࣟ࢖ࣃ࡟࡛ࡲᕷࢫ࢕ࢸࢡࣛࣉࢻࢵࢢࡢඹ᭷ࢺࢵࣟ࢖ࣃྛࡀࢺࣥ࣋࢖ᕷࠊ࡟࡜ࡈ┴ྛࠊ࡜ࡈ
ࠋࡿࢀࢃ⾜ࡘ�ᗘ࡙ࢀࡒࢀࡑ

�ࡃࡋ᪂ࠊ࡚࠸࠾࡟┴ࢺࢵࣟ࢖ࣃ࣭ᕷࡀ⏕άᨵၿࢳ࣮ࣟࣉ࢔ᑟධ࡟㛵࡚ࡋ⯆࿡ࢆ持ࠋࡘ

࡟ᨻᶒ஺௦᫬ࡿ࠺ࡾࡇ㉳ࡢ����ᖺࠊࡀᩍᮦࡸࢡࢵࣈࢻ࢖࢞ࡓࢀࡉᨵၿ࡚࠼ࡲ㋃ࢆ㦂⤒ࡢᕷ࡛ࢺࢵࣟ࢖ࣃ࣭
᪂ᕷᖿ㒊ࡸ᪂ᕷ⫋ဨࡢ࡬◊ಟ࡛⥅続࡚ࡋά⏝ࠋࡿࢀࡉ

࣭ᨻᶒ஺௦᫬��㸣௨ୖࡢ᪂ᕷᙜᒁࡀᪧᙜᒁࡾࡼ⏕άᨵၿ࡟ࢳ࣮ࣟࣉ࢔㛵ᩥࡿࡍ᭩ࡢᘬ⥅ࢆ࡜ࡇࢀࢃ⾜ࡀࡂ
ࠋࡍ♧

（ᕷ）࣐ࣛࢸ࢔ࢢ
ᢞධ

࣭⤒㦂ᩥࡓࡵ࡜ࡲࡾྲྀࢆ᭩ࢺࢵࣟ࢖ࣃ��ᕷࡽ࠿ᚓࡓࢀࡽඛ㐍஦౛�࡜（ࢫ࢕ࢸࢡࣛࣉࢻࢵࢢ⤒㦂࢖ࣃࢆ
ࠋࡿࡍ⬟ᶵࠊࢀࡉᵓ⠏ࡀࡳ⤌௙ࡢࡵࡓࡿࡍᕷ࡛ඹ᭷ࡢ௚ࡢࡑࡧᕷཬࢺࢵࣟ

➼㥔㌴ሙࠊࢫ࣮࣌ࢫࢫ࢕ࣇ࢜

ᶵᮦ࡞ᚲせ࡟ࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉ

ᕷྛࠉ࣮ࢱ࣮ࢿ࢕ࢹ࣮ࢥᕷ�ྡ

άᨵၿᬑཬ⏕ࠊዪ性ㄢࠊᕷィ⏬ᒁࢺࢵࣟ࢖ࣃྛ
ဨ
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�����㛵㐃┬ᗇ⫋ဨࠊᕷᙺᡤ⫋ဨࠊ㛵ಀᶵ㛵➼ࡢ㛵ಀ⪅࡟ᑐࡿࡍ◊ಟィ⏬
（ྵ㸸ࣔࢢࣥࣜࢱࢽィ⏬ᩥࠊ᭩⟶⌮ᇶ‽ࠊ⏕άᨵၿࡢࣉ࣮ࣝࢢ⬟ຊデ᩿ᇶ
ࠋ࠺⾜ࢆసᡂࡢ（ࣉࢵ࢔࣮࢛ࣟࣇࡢಟ◊ࠊ‽

◊ಟဨ
ཷධ

ᮏ㑥◊ಟ
➨୕ᅜ◊ಟ
⌧ᆅ◊ಟ

ࢡ࢙ࢪࣟࣉࡢ఍㛤Ⓨ஦ᴗ♫ࡿࡼ࡟ಟ（ᕷᙺᡤ◊ࡁᇶ࡙࡟⏬ಟィ◊ࡢ�������
ࠋࡿࡍᐇ᪋ࢆ（➼ࢳ࣮ࣟࣉ࢔άᨵၿ⏕ࠊࢺ࣓ࣥࢪࢿ࣐ࣝࢡ࢖ࢧࢺ

�����ᅜෆእࡢඛ㐍஦౛どᐹࠋ࠺⾜ࢆ

㻟㻙㻠㻚㻌㻟㻙㻝で⟇定した計画にᚑって、研修成ᯝを䝰ニタリン䜾する䚹

㻟㻙㻡㻚㻌プロジ䜵クト⤊了後におけるᣢ続的にパイロット市ྥけに研修を実施する機関を
≉定し、研修実施᱌をస成する䚹

㈝⏝ ⌧ᆅάື㈝

����ᕷࡢ㛵ಀ㒊⨫࡟ᑐᩥࠊ࡚ࡋ᭩⟶⌮࡟㛵ࡿࡍᢏ⾡ⓗᨭ᥼ࠋ࠺⾜ࢆ

㻠㻙㻞㻚㻌パイロット市がᆅ᪉⮬἞య計画㻔㻼㻳㻸㻕䛸関㐃䛵けるດ力を⾜いながら、ᖺḟ計
画（㻼㻻㻭㻕及䜃予算に社会開発に㈉⊩する市ᙺ所によるプロジ䜵クトをྵめる䚹

άᨵ⏕ࠊࡋᑐ࡟ఫẸࡢ࢕ࢸࢽ࣑ࣗࢥࡓࢀࡉඃඛࡿࡅ࠾࡟ᕷࢺࢵࣟ࢖ࣃ�����
ၿࡢ࡚࠸ࡘ࡟ࢳ࣮ࣟࣉ࢔ၨⓎάືࢆᐇ᪋ࠋࡿࡍ

ࡓࡋ⏝౑ࢆࢳ࣮ࣟࣉ࢔άᨵၿ⏕࡚࠸࠾࡟࢕ࢸࢽ࣑ࣗࢥࡢᕷࢺࢵࣟ࢖ࣃ�����
ၥ㢟࣭ㄢ㢟ࢆᢕᥱࢆࢺࣥ࣋࢖ࡢࡵࡓࡿࡍᨭ᥼ࠋࡿࡍ

ᑐ࡟ၥ㢟ゎỴࡓࢀࡉᢕᥱ࡛����࡚࠸࠾࡟࢕ࢸࢽ࣑ࣗࢥࡢᕷࢺࢵࣟ࢖ࣃ�����
ࠋࡿࢀࡉᐃ⟇ࡀάືࡢ఍㛤Ⓨ஦ᴗ♫ࡿࡼ࡟ᕷᙺᡤࡿ࡞࡜ࢺࢵࣟ࢖ࣃࠊࡋ

ࠋࡿࡍᐇ᪋ࢆࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉࢺࢵࣟ࢖ࣃ�����

�����㛵ಀᶵ㛵ࡢࡽ࠿ᨭ᥼ࢺࢵࣟ࢖ࣃࠊࡘࡘࡅཷࢆᕷ࡟࢕ࢸࢽ࣑ࣗࢥࡢᑐ
ࢆၨⓎάືࡿࡍ㛵࡟ࢳ࣮ࣟࣉ࢔άᨵၿ⏕ࡧ఍㛤Ⓨ஦ᴗཬ♫ࡿࡼ࡟ᕷᙺᡤࠊࡋ
ᐇ᪋ࠋࡿࡍ

༠ຊᶵ
㛵

๓ᥦ᮲௳

�����⤒㦂ඹ᭷ࢺࣥ࣋࢖㛤ദࡢィ⏬᭩ࢆసᡂࠋࡿࡍ

�����ඛ㐍஦౛ࢺࢵࣟ࢖ࣃࡸᕷࡢ⤒㦂ࢆඹ᭷ࢡ࣮࣡）ࢺࣥ࣋࢖ࡢࡵࡓࡿࡍ
（ࡴྵࢆ᝟ሗࡢ࡚࠸ࡘ࡟㐍ᤖ�ࠋࡿࡍ㛤ദࢆ（➼ࣉࢵࣙࢩ

ணࠊィ⏬⟇ᐃࡿಀ࡟఍㛤Ⓨ஦ᴗ♫ࡿࡼ࡟ᕷᙺᡤࡢᕷ࡛ࢺࢵࣟ࢖ࣃྛ�����
⾜ࢆࢺࢫࢸࣥࢥ࠺࠶ࡋ⾲Ⓨࢆᡂᯝࡢᕷྛࠊࡵࡓࡢᨵၿಁ㐍ࡢ)	0ࠊᐇ᪋ࠊ⟭
ࠋ࠺

���㸬ࢺࢵࣟ࢖ࣃᕷ࡛ᐇ᪋ࡓࡋᕷᙺᡤࡿࡼ࡟♫఍㛤Ⓨ஦ᴗࢡࣛࣉࢻࢵࢢࡢ
ࠋࡿࡍ㛤ദࢆ࣮ࢼ࣑ࢭᬑཬࠊࡵ⧳ࡾྲྀࢆࢫ࢕ࢸ

ࡢ$1/3)*)6ࢆࢫ࢕ࢸࢡࣛࣉࢺࢵࢢࡓࡵ⧳ࡾྲྀ࡛���ࠊ���ࡧᯝཬ⤖ࡢ��������
ࠋࡿࡍᥖ㍕࡟3+

���������ᖺࡢᨻᶒ஺௦᫬ࢺࢵࣟ࢖ࣃࠊ࡟ᆅᇦࠊ࡚࠸࠾࡟┴�ࡢ᪂࠸ࡋᕷ㛗ࠊ
ᕷᖿ㒊ࠊᕷィ⏬ᒁ⫋ဨࢆᑐ㇟࡛ࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉࠊ࡟సᡂࡸࢡࢵࣈࢻ࢖࢞ࡓࢀࡉ
ᩍᮦ࡚࠸⏝ࢆ◊ಟࠋ࠺⾜ࢆ

6(*(3/$1௨እࡢᮏ
㛵ࡢࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉ
㐃┬ᗇ（౛㸸♫఍
㛤Ⓨ┬）ࡀ≉ᐃࡉ
ࢡ࢙ࢪࣟࣉᮏࠊࢀ
࡜ࡇࡿࡍ༠ຊ࡟ࢺ
ࡅ௜ࡾྲྀࡀពྠࡢ
ࠋࡿࢀࡽ

䈜䠍䠖䛂市ᙺ所による社会開発事業䛃䛸は生活改善アプローチを㐺用し、ఫẸの䝧ー䝅ック・ニー䝈にᑐᛂし、ఫẸ⮬㌟がඃඛ事㡯䛸ุ᩿した、市ᙺ所が௚の機関䛸ㄪᩚしながら⾜う事業䚹

䈜䠎䠖୍㐃のプロジ䜵クト䝃イクルマネジメントには、計画⟇定、予算、実施、㻹䠃㻱㻌（䝰ニタリン䜾、ホ౯）をྵ䜐䚹

㈨機ᮦ㉎ධにಀる⛯㔠支ᡶい、プロジ䜵クト㐠Ⴀコスト 㞟ᅋ◊ಟཧຍ࡟ᚲせ࡞ᕷ⫋ဨࡢ஺㏻㈝
♫఍㛤Ⓨ஦ᴗࡢᐇ᪋㈨㔠

♫఍㛤Ⓨ┬ࠊᩍ⫱┬ࠊ㎰∾┬ࠊಖ೺┬ࠊ
኱⤫㡿ᗓㄪᩚᗇࠊ㣗⣊Ᏻ඲ಖ㞀ᗇࠊ㎰ົ
ᗇࠊᆅ᪉᣺⯆ᗇࠊᅜᐙ⾜ᨻᗇࠊᕷ㛗㐃
ࠊྜ
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䈜䠏䠖市Ẹをᑐ㇟䛸して市ᙺ所がస成するᩥᏐ、ᩘᏐ、ᅗを౑ったᩥ᭩が、ᑐ㇟䛸なる市Ẹに知ら䛫る䜉きෆᐜを十分にྵ䜣でいるか、どれ䛰けᑐ㇟䛸なる市Ẹに䜟かりやすいようにస成されているか、どれ䛰けᑐ㇟䛸する市Ẹにᒆいているか等を確認する䛸ඹに、市ᙺෆで市
ᙺ所職員が฼用する⾜ᨻᩥ᭩のグ㘓・保管・ཧ↷・ᗫᲠが㐺ษに⾜䜟れており、ᨻᶒ交᭰において㐺ษなᘬき継䛞が⾜䜟れるか、等のデ᩿ᇶ‽をプロジ䜵クトの䝧ースラインㄪᰝ実施๓にタ定する䚹
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1

 ࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉᅜᆅ᪉⮬἞య⬟ຊᙉ໬࣐ࣛࢸ࢔ࢢ
⤊஢᫬ホ౯� ホ౯ࢻࢵࣜࢢ 

1㸬ࡢࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉᐇ⦼（⌧ᆅㄪᰝ๓࡟☜ㄆ࡛ࡓࡁ᝟ሗࡴྵࢆ） 
プロジ䜵クトの要⣙ ᣦᶆ 必要な䝕ータ 䝕ータ཰㞟᪉ἲ

ୖ఩┠ᶆ

パイロット市において市Ẹの生活

状況が改善される

2020 ᖺᮎにおいて、パイロット市のఫẸの生活状

況（ᩍ育、保೺・⾨生、ఫᒃ、㣗⣊Ᏻ඲保㞀等）がプ

ラスにኚ໬する

市㐠Ⴀランキン䜾の୍㡯┠である䛂බඹ䝃ービス䛃のう䛱

ヱᙜᣦᶆ（2013 ᖺ、2015 ᖺ）

Segeplan からのᥦ౪㈨ᩱ

生活改善アプローチを活用した社会開発プロジ䜵クト実

施によりもたらされたኚ໬

普及員・専門家䜈の質問票／インタ

ビュー、᪤Ꮡሗ࿌᭩の䝺ビュー

プロジ䜵クトからのᥦ౪㈨ᩱ（コミュ

ニティの⌧状ㄪᰝ）

プロジ䜵クト┠ᶆ

パイロット市において市ᙺ所によ

る社会開発事業*1
の計画⟇定・予

算໬・実施・M&E が改善する

1䠊本プロジ䜵クトでస成したガイドブックにグ㍕され

たプロセス䛸ᡭ続きにᚑい実施・㐠Ⴀされる生活ア

プローチをྲྀりධれたプロジ䜵クトが、2016 ᖺの市

ᨻ予算に๓ᖺ䛸ẚ㍑しከ䛟᥇ᢥされる

各パイロット市において、本プロジ䜵クトでస成したガイド

ブックにグ㍕されたプロセス䛸ᡭ続きにᚑって実施され、

生活改善アプローチをྲྀりධれたプロジ䜵クトのう䛱、市

ᨻ予算に཯ᫎされたプロジ䜵クトのᩘ

プロジ䜵クトからのᥦ౪㈨ᩱ

本プロジ䜵クト⤊了䜎でに、生活改善アプローチを

ྲྀりධれた社会開発事業が実施されたコミュニティ

のコミュニティ開発ᑂ㆟会のメン䝞ーのう䛱、80䠂
㉸が社会開発事業の実施యไが改善した䛸ᅇ⟅す

る

生活改善アプローチをྲྀりධれたプロジ䜵クトの実施య

ไの改善⛬ᗘ・ෆᐜにᑐする Cocode メン䝞ーの見ゎ

Cocode メン䝞ー䜈のインタビュー

成ᯝ

1. 生活改善アプローチをྲྀりධ

れた市ᙺ所による社会開発事業

の実施యไのためのマネジメント

ᯟ⤌みがᵓ⠏される

1.1. プロジ䜵クト⤊了᫬に生活改善アプローチをྲྀ

りධれた市ᙺ所による社会開発事業実施における

SEGEPLAN の㈐௵、ᙺ๭をグ㍕したᩥ᭩がస成

されている

స成୰のプロジ䜵クト⤊了ᡓ␎（Segeplan の㈐௵、ᙺ๭

がグ㍕されているᩥ᭩）

プロジ䜵クトからのᥦ౪㈨ᩱ

1.2. 関ಀ⤌⧊㛫のㄪᩚయไをグ㍕したṇᘧᩥ᭩

がそれ䛮れの市でస成される

各パイロット市で、関ಀ⤌⧊㛫のㄪᩚయไ・᪉ἲをグ㍕し

たᩥ᭩

プロジ䜵クトからのᥦ౪㈨ᩱ

1.3㻌 市にᑐするᨻᗓ技術分㔝機関からの技術支

援がቑຍする

各市において生活改善アプローチをྲྀりධれたプロジ䜵

クトの計画・実施において、እ㒊関ಀ機関から技術支援

を受けた䜿ース

プロジ䜵クトからのᥦ౪㈨ᩱ

2. ⮬἞యの⬟力ホ౯⤖ᯝ及䜃管

㎄事㡯にᇶ䛵き、市ᙺ所による社

会開発事業にかかるプロジ䜵クト

2.1 プロジ䜵クト⤊了䜎でに市長、市ᖿ㒊、市ᙺ所

技術職員をᑐ㇟䛸する、生活改善アプローチをྲྀり

ධれた社会開発事業にಀるプロジ䜵クト䝃イクルマ

市長、市職員（技師ྵ䜐）が฼用できる㈨ᩱ プロジ䜵クトからのᥦ౪㈨ᩱ
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2

䝃イクルマネジメント
*2
のᡭἲがయ

⣔໬される

ネジメントᡭἲに関するガイドブック及䜃ᩍᮦがᥦ

౪ྍ⬟な状ែになる䚹

2.2 プロジ䜵クト⤊了䜎でに市普及員をᑐ㇟䛸す

る、生活改善アプローチをྲྀりධれた社会開発事

業にಀるプロジ䜵クト䝃イクルマネジメントᡭἲに関

するマニュアル及䜃ᩍᮦがᥦ౪ྍ⬟な状ែにな

る䚹

普及員が฼用できる㈨ᩱ プロジ䜵クトからのᥦ౪㈨ᩱ

2.3 市長、市ᖿ㒊、市ᙺ所技術職員をᑐ㇟䛸した

ᩥ᭩管理に関する୍㐃のᩍᮦが確❧している䚹

ᩥ᭩管理に関する㈨ᩱ プロジ䜵クトからのᥦ౪㈨ᩱ

3. パイロット市の市ᖿ㒊、市ᙺ所

職員の市ᙺ所による社会開発事

業にಀるプロジ䜵クト䝃イクルマネ

ジメントに䛴いての知識がྥୖす

る

3.1 プロジ䜵クト⤊了䜎でに、パイロット市におい

て、市ᖿ㒊、市職員、ᆅᇦリーダーをᑐ㇟に計画さ

れた研修の 80䠂が実施される

研修計画䛸実施⤖ᯝのᑐẚ プロジ䜵クトからのᥦ౪㈨ᩱ

3.2 プロジ䜵クト⤊了䜎でに、各パイロット市におけ

る研修に研修ᑐ㇟⪅の 90䠂௨ୖがཧຍする

研修のᑐ㇟⪅ᩘ䛸ฟᖍ⪅ᩘのᑐẚ プロジ䜵クトからのᥦ౪㈨ᩱ

3.3 研修⤊了᫬の理ゎᗘテストの⤖ᯝ、受講⪅඲

యの 80%が合᱁している

普及員研修での理ゎᗘテストの合᱁⋡ プロジ䜵クトからのᥦ౪㈨ᩱ

3.4 プロジ䜵クト⤊了䜎でにᣢ続的に各パイロット

市がධᡭできる研修機関、コースがỴ定される

プロジ䜵クト完了後に各パイロット市が受講ྍ⬟な研修機

関・コースのリスト

プロジ䜵クトからのᥦ౪㈨ᩱ

4. パイロット市の市長、市ᖿ㒊、

市ᙺ所職員の生活改善アプロー

チをྲྀりධれた社会開発事業の

プロジ䜵クト䝃イクルマネジメント

の実施⬟力がྥୖする

4.1 各パイロット市において生活改善アプローチを

ྲྀりධれた社会開発事業の 75䠂が成ᯝ䠎でྲྀり䜎

䛸められたᡭ㡰及䜃䝣䜷ーマットに๎って実施され

ている

本プロジ䜵クトでస成したガイドブックにグ㍕されたプロセ

ス䛸ᡭ続きにᚑって実施されプロジ䜵クトのᩘ（๭合）

プロジ䜵クトからのᥦ౪㈨ᩱ

4.2 ᑡな䛟䛸も 16 の生活改善アプローチを実㊶す

る䜾ループが、活動の計画、実施、䝰ニタリン䜾、

ホ౯を⾜う

計画、実施、䝰ニタリン䜾、ホ౯を⾜う生活改善䜾ループ

のᩘはい䛟䛴あるか

プロジ䜵クトからのᥦ౪㈨ᩱ

4.3㻌 プロジ䜵クト⤊了䜎でに඲てのパイロット市に

おいて、ᩥ᭩管理が実㊶され、プロジ䜵クトでస成

するᩥ᭩管理状況ᇶ‽にᇶ䛵䛟デ᩿⤖ᯝが 1 ẁ㝵

௨ୖあがる

各市における、社会開発事業マネジメントに関するᩥ᭩

管理の状況（必要な᝟ሗがྵ䜎れているか、市Ẹに䜟か

り易いものか、市Ẹからのアクセスはどうか、୙㊊な䛟ᘬ

継䛞がされているか）

JICA 専門家、市長䜈の質問票／イ

ンタビュー

5. パイロット市における市ᙺ所に 5.1 パイロット市において、さらに 16 コミュニティが 生活改善アプローチᑟධに関ᚰを♧したコミュニティのᩘ プロジ䜵クトからのᥦ౪㈨ᩱ、普及
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よる社会開発事業のアプローチの

理ゎがಁ㐍される

生活改善アプローチᑟධに関して⯆࿡を♧す 員䜈の質問票

6. パイロット市から得られたඛ㐍

事౛(䜾ッドプラクティス）䛸⤒㦂を

パイロット市及䜃その௚の市でඹ

有するための௙⤌みがᵓ⠏され、

機⬟する

6.1 生活改善アプローチのガイドブックやマニュア

ルのෆᐜに 3 䛴の䜾ッドプラクティスがྲྀり䜎䛸めら

れる

ガイドブック等にྲྀり込䜎れた䜾ッドプラクティスのᩘ プロジ䜵クトからのᥦ౪㈨ᩱ

6.2 ᱌௳⤊了䜎でにパイロット市の䜾ッドプラクティ

スඹ有イ䝧ントが各パイロット市、各県で、それ䛮れ

1 ᗘ䛪䛴⾜䜟れる

各パイロット市において開ദされた䜾ッドプラクティスඹ

有イ䝧ントのᩘ

プロジ䜵クトからのᥦ౪㈨ᩱ

6.3 パイロット県において、᪂し䛟 9 市が生活改善

アプローチᑟධに関して⯆࿡をᣢ䛴

生活改善アプローチᑟධに関ᚰを♧した市のᩘ プロジ䜵クトからのᥦ౪㈨ᩱ

6.4 パイロット市での⤒㦂を㋃䜎䛘て改善されたガ

イドブックやᩍᮦが、2016 ᖺの㉳䛣りうるᨻᶒ交代

᫬に᪂市ᖿ㒊や᪂市職員䜈の研修で継続して活

用される

交代のあった市長や職員の䛂社会開発事業ガイドブック䛃

に関する理ゎ（䠙⤒㦂普及に必要な知識の有無）

プロジ䜵クトからのᥦ౪㈨ᩱ、市長・

市職員䜈のインタビュー

6.5 ᨻᶒ交代᫬ 80䠂௨ୖの᪂市ᙜᒁがᪧᙜᒁよ

り生活改善アプローチに関するᩥ᭩のᘬ継䛞が⾜

䜟れ䛣䛸を♧す

市長が交代したパイロット市における、生活改善アプロー

チに関するᩥ᭩のᘬ継䛞状況が⾜䜟れたか

市長、職員（技師）、普及員䜈のイン

タビュー

�㸬ࡢࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉᐇ᪋ࢫࢭࣟࣉ 
ㄪᰝ㡯┠ 必要な䝕ータ ᝟ሗ※ 䝕ータ཰㞟᪉ἲ

大㡯┠ ᑠ㡯┠

活動の実施状況 成ᯝ 1䡚6 にᑐする活動は計画どおりに実施

されたか

活動の実施状況䛸㐜れがあった場合のཎᅉ JICA 専門家、市職員（技師）、普及

員

質問票／インタビュー

技術⛣㌿の᪉ἲに問㢟はなかったか 技術⛣㌿のᑐ㇟䛸ෆᐜ、（あれ䜀）ㄢ㢟 JICA 専門家 質問票／インタビュー

事業マネジメント ฿㐩┠ᶆは関ಀ⪅㛫で᫂確にඹ有されてい

たか

関ಀ⪅㛫の PDM の理ゎෆᐜ Segeplan 本庁・県支所、市長、

JICA 専門家

質問票／インタビュー

活動の計画・実施はㄡがイニ䝅アチブをྲྀっ

て㐍めていたか

ヲ⣽活動計画の⟇定䛸確認プロセス Segeplan 本庁、市長、JICA 専門家 質問票／インタビュー

活動の実施状況や成ᯝ⏘ฟのᢕᥱ・ሗ࿌は

どのような形で⾜䜟れていたか

活動実施⤖ᯝの䝰ニタリン䜾᪉ἲ（཰㞟、分

ᯒ）

Segeplan 本庁、市長、普及員、

JICA 専門家

質問票／インタビュー

活動実施における問㢟はどのようにᑐฎされ

ていたか

活動実施に問㢟があった場合の問㢟ゎỴ᪉

ἲ

Segeplan 本庁、市長、JICA 専門家 質問票／インタビュー

－
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୰㛫䝺ビューのᥦゝは実⾜されたか ᥦゝの実⾜状況 JICA 専門家 質問票／インタビュー

計画ኚ᭦（PDM ኚ᭦）は㐺ษに⾜䜟れたか PDM ኚ᭦のプロセス（ㄡのイニ䝅アチブによ

り、どのようなᡭ続きで⾜䜟れたか）

Segeplan 本庁、市長、JICA 専門家 質問票／インタビュー

プロジ䜵クトෆእのコミュニ䜿ー䝅䝵ンは㐺ษ

であったか

メン䝞ー㛫の᝟ሗඹ有のタイムリーさ Segeplan 本庁・県支所、市長、市

職員（技師）、普及員、JICA 専門家

質問票／インタビュー

䜾アテマラഃのプロジ䜵ク

トにᑐする認識

䜾アテマラഃのプロジ䜵クトにᑐする認識は高

かったか

プロジ䜵クトの㔜要ᛶの認識 Segeplan、市長 質問票／インタビュー

䜾アテマラഃ人員の活動ྲྀ⤌み状況 Segeplan、市長、普及員、JICA 専

門家

質問票／インタビュー

3㸬ホ౯ 5 㡯┠ 
（1）ጇᙜ性 
ホ౯タ問 必要な䝕ータ ᝟ሗ※ 䝕ータ཰㞟᪉ἲ

大㡯┠ ᑠ㡯┠

プロジ䜵クトの┠ᶆは䜾ア

テマラの開発ᨻ⟇䛸合⮴し

ているか

ᆅ᪉⮬἞యによる社会開発事業の㐠Ⴀ⬟力

のᙉ໬は、䜾アテマラの開発ᨻ⟇に合⮴し

ているか

ᅜ家開発計画（プロジ䜵クトᮇ㛫に有ຠな計

画）のヱᙜ㒊分

䛂ᅜ家ᨻ⟇ᡓ␎䛃、䛂ᅜ家開発計画䛃 ㈨ᩱ䝺ビュー

プロジ䜵クトの┠ᶆは受┈

⪅の開発ニー䝈䛸合⮴して

いるか

ᆅ᪉⮬἞యによる社会開発事業の㐠Ⴀ⬟力

のᙉ໬は、ᆅ᪉⮬἞యやコミュニティఫẸの

開発ニー䝈に合⮴しているか

ᆅ᪉⮬἞యによる社会開発事業の㐠Ⴀ状

況䛸改善ニー䝈

Segeplan 本庁・県支所、市長 質問票／インタビュー

プロジ䜵クトが┠ᣦす社会開発事業による生

活状況の改善はコミュニティఫẸのニー䝈に

合⮴しているか

㎰ᮧ㒊の開発ニー䝈（生活状況） Segeplan 本庁・県支所、市長 質問票／インタビュー

プロジ䜵クトの┠ᶆは᪥本

の援ຓᨻ⟇䛸合⮴している

か

ᆅ᪉⮬἞యによる社会開発事業の㐠Ⴀ⬟力

のᙉ໬は᪥本のᑐ䜾アテマ支援ᨻ⟇䛸合⮴

しているか

ᑐ䜾アテマラᅜู援ຓ᪉㔪のヱᙜ㒊分 䛂ᑐ䜾アテマラᅜู援ຓ᪉㔪䛃（2013
ᖺ）

㈨ᩱ䝺ビュー

プロジ䜵クトはㄢ㢟開発の

ᡭẁ䛸して㐺ษなアプロー

チであったか

㎰ᮧ㒊のコミュニティఫẸの生活状況の改

善にྥけて、ᆅ᪉⮬἞యによる生活改善ア

プローチを用いた社会開発事業の実施䛸い

うアプローチは㐺ษであったか

ᆅ᪉⮬἞యによる生活改善アプローチを用

いた社会開発事業の実施䛸いうアプローチ

JICA 専門家、⏘業開発・බඹᨻ⟇

㒊、䜾アテマラ事務所、パイロット市の

市長、市職員（技師）

質問票／インタビュー

ター䝀ット䜾ループの㑅定は㐺ษか パイロット⮬἞యの≉ᚩ、今後のἼ及ᒎ開

のྍ⬟ᛶ

JICA 専門家 質問票／インタビュー

᪥本の技術のẚ㍑ඃ఩ᛶはあったか 生活改善アプローチの⤒㦂 事๓ホ౯ሗ࿌᭩等の᪤Ꮡ㈨ᩱ ㈨ᩱ䝺ビュー
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（2）᭷ຠ性

ㄪᰝ㡯┠ ᚲせࢱ࣮ࢹ࡞ ᝟ሗ※ ཰㞟᪉ἲࢱ࣮ࢹ

኱㡯┠ ᑠ㡯┠

᏶஢᫬ࢡ࢙ࢪࣟࣉ࡟࡛ࡲ

ぢ㎸ࡿࢀࡉ㐩ᡂࡣᶆ┠ࢺ

࠿ࡳ

ࢡ࢙ࢪࣟࣉձᮏࠊ࡚࠸࠾࡟ᕷࢺࢵࣟ࢖ࣃྛ

ࡓࢀࡉグ㍕࡟ࢡࢵࣈࢻ࢖࢞ࡓࡋసᡂ࡛ࢺ

⏕ղࠊࢀࡉᐇ᪋࡚ࡗᚑ࡟ࡁᡭ続࡜ࢫࢭࣟࣉ

άᨵၿࡾྲྀࢆࢳ࣮ࣟࣉ࢔ධ࢙ࢪࣟࣉࡓࢀ

ቑຍ）࠿ࡓࡋቑຍࡽ࠿๓ᖺᗘࡣᩘ௳ࡢࢺࢡ

（࠿ࡳぢ㎸ࡿࡍ

࢙ࢪࣟࣉձᮏࠊ࡚࠸࠾࡟ᕷࢺࢵࣟ࢖ࣃྛ

ࢀࡉグ㍕࡟ࢡࢵࣈࢻ࢖࢞ࡓࡋసᡂ࡛ࢺࢡ

ࠊࢀࡉᐇ᪋࡚ࡗᚑ࡟ࡁᡭ続࡜ࢫࢭࣟࣉࡓ

ղ⏕άᨵၿࡾྲྀࢆࢳ࣮ࣟࣉ࢔ධࣟࣉࡓࢀ

 ᩘ௳ࡢࢺࢡ࢙ࢪ

ㄆ☜࡚ࡋ࡜⦼ᐇࡢࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉ N/A

ࢆࢳ࣮ࣟࣉ࢔άᨵၿ⏕ࠊࡢᕷࢺࢵࣟ࢖ࣃྛ

ᨵࡣᐇ᪋యไࡢࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉࡓࢀධࡾྲྀ

ၿ࠿ࡓࢀࡉ（ᨵၿࡿࡍぢ㎸࠿ࡳ）

⏕άᨵၿࡾྲྀࢆࢳ࣮ࣟࣉ࢔ධࢪࣟࣉࡓࢀ

ᑐ࡟ᨵၿ⛬ᗘ࣭ෆᐜࡢᐇ᪋యไࡢࢺࢡ࢙

ࡿࡍ Cocode  ぢゎࡢ࣮ࣂ࣓ࣥ

ㄆ☜࡚ࡋ࡜⦼ᐇࡢࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉ N/A

ᡂᯝࡣᶆ┠ࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉ

ࡢࡶࡿࢀࡉ㐩ᡂ࡚ࡌ㏻ࢆ

࠿

ᡂᯝ 1㹼6 ࠊࡣ࡟㛫ࡢᶆ┠ࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉ࡜

ᡭẁ㸫┠ⓗࡢࢡࢵࢪࣟࡢ㛵ಀ࠿ࡿ࠶ࡀ

ᡂᯝ（యไᙉ໬ࠊᡭἲ㛤Ⓨࠊᕷᨻᗓࡢ⬟

ຊᙉ໬ࡢ࢕ࢸࢽ࣑ࣗࢥࠊព㆑ၨⓎࠊ௚ࢥ

ࣟࣉ࡜（㦂ඹ᭷⤒ࡢ࡜௚ᕷ࣭࢕ࢸࢽ࣑ࣗ

஦ᴗ㐠Ⴀࡢᕷࢺࢵࣟ࢖ࣃ）ᶆ┠ࢺࢡ࢙ࢪ

㛵ಀࡢ（ᨵၿࡢ

JICA ᑓ㛛ᐙࠊSegeplan ᮏᗇ ㉁ၥ⚊㸭ࣗࣅࢱࣥ࢖

࣮

㐩ᡂࡢᶆ┠ࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉ

࠶ࡣእ㒊せᅉࡓࡋᙳ㡪࡟

࠿ࡓࡗ

（እ㒊᮲௳）

ῶᑡࡃࡁ኱ࡣண⟬㓄ศࡢ࡬ᕷࢺࢵࣟ࢖ࣃ

࢔άᨵၿ⏕ࠊሙྜࡿ࠸࡚ࡋࠋ࠿࠸࡞࠸࡚ࡋ

ࡋᙳ㡪࡟஦ᴗᐇ᪋ࡓࢀධࡾྲྀࢆࢳ࣮ࣟࣉ

࠿ࡓ

⨨ண⟬㓄ศ࣭ᥐࡢ࡬άືࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉ ᕷ⫋ဨ（ᢏᖌ）ࠊJICA ᑓ㛛ᐙ ㉁ၥ⚊㸭ࣗࣅࢱࣥ࢖

ࣅࢱࣥ࢖㉁ၥ⚊㸭ࠊ࣮

࣮ࣗ

（せᅉࡢ௚ࡢࡑ）

ࡓࢀධࡾྲྀࢆࢳ࣮ࣟࣉ࢔άᨵၿ⏕ࠊ௚ࡢࡑ

஦ᴗᐇ᪋࡟ᙳ㡪ࡓࡋእ㒊せᅉ࠿ࡓࡗ࠶ࡣ

⏕άᨵၿࡾྲྀࢆࢳ࣮ࣟࣉ࢔ධࡓࢀ஦ᴗᐇ

᪋࡟ᙳ㡪ࡓࡋእ㒊せᅉ

ᕷ⫋ဨ（ᢏᖌ）ࠊᬑཬဨࠊJICA ᑓ㛛

ᐙ

㉁ၥ⚊㸭ࣗࣅࢱࣥ࢖

࣮

（3）ຠ⋡性

ㄪᰝ㡯┠ 必要な䝕ータ ᝟ሗ※ 䝕ータ཰㞟᪉ἲ

大㡯┠ ᑠ㡯┠

完了᫬䜎でに成ᯝは計画

どおりに⏘ฟされる見込み

か

生活改善アプローチを฼用した社会開発事

業実施のためのマネジメントのᯟ⤌みはᩚ

ഛされたか（成ᯝ 1）

స成୰のプロジ䜵クト⤊了ᡓ␎（Segeplan
の㈐௵、ᙺ๭がグ㍕されているᩥ᭩）

プロジ䜵クトの実績䛸して確認 N/A

  各パイロット市で、関ಀ⤌⧊㛫のㄪᩚయไ・

᪉ἲをグ㍕したᩥ᭩

プロジ䜵クトの実績䛸して確認 N/A

－
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  各市において生活改善アプローチをྲྀりධ

れたプロジ䜵クトの計画・実施において、እ

㒊関ಀ機関から技術支援を受けた䜿ース

プロジ䜵クトの実績䛸して確認 N/A

市ᙺ所による社会開発事業にかかるプロジ

䜵クト䝃イクルマネジメントのᡭἲはయ⣔໬さ

れたか（成ᯝ 2）

市長、市職員（技師ྵ䜐）が฼用できる㈨ᩱ プロジ䜵クトの実績䛸して確認 N/A

  普及員が฼用できる㈨ᩱ プロジ䜵クトの実績䛸して確認 N/A
  ᩥ᭩管理に関する㈨ᩱ プロジ䜵クトの実績䛸して確認 N/A

市長、市ᖿ㒊・職員の、生活改善アプローチ

を฼用した社会開発事業に䛴いての知識は

ྥୖしたか（成ᯝ 3）

研修計画䛸実施⤖ᯝのᑐẚ プロジ䜵クトの実績䛸して確認 N/A

  研修のᑐ㇟⪅ᩘ䛸ฟᖍ⪅ᩘのᑐẚ プロジ䜵クトの実績䛸して確認 N/A
  普及員研修での理ゎᗘテストの合᱁⋡ プロジ䜵クトの実績䛸して確認 N/A
  プロジ䜵クト完了後に各パイロット市が受講

ྍ⬟な研修機関・コースのリスト

プロジ䜵クトの実績䛸して確認 N/A

パイロット市の市長、市ᖿ㒊・職員の、生活

改善アプローチを฼用した社会開発事業の

プロジ䜵クトマネジメントの実施⬟力はྥୖし

たか（成ᯝ 4）

本プロジ䜵クトでస成したガイドブックにグ㍕

されたプロセス䛸ᡭ続きにᚑって実施されプ

ロジ䜵クトのᩘ（๭合）

プロジ䜵クトの実績䛸して確認 N/A

  計画、実施、䝰ニタリン䜾、ホ౯を⾜う生活

改善䜾ループのᩘはい䛟䛴あるか

プロジ䜵クトの実績䛸して確認 N/A

  各市における、社会開発事業マネジメントに

関するᩥ᭩管理の状況（必要な᝟ሗがྵ䜎

れているか、市Ẹに䜟かり易いものか、市

Ẹからのアクセスはどうか、୙㊊な䛟ᘬ継䛞

がされているか）

プロジ䜵クトの実績䛸して確認 N/A

パイロット市において、市ᙺ所による生活改

善アプローチを฼用した社会開発事業のア

プローチはコミュニティに理ゎされたか（成ᯝ

5）

生活改善アプローチᑟධに関ᚰを♧したコ

ミュニティのᩘ

プロジ䜵クトの実績䛸して確認 N/A

パイロット市から得られたඛ㐍事౛䛸⤒㦂を

パイロット市ෆእでඹ有するための௙⤌みが

ᵓ⠏されたか（成ᯝ 6）

ガイドブック等にྲྀり込䜎れた䜾ッドプラクテ

ィスのᩘ

プロジ䜵クトの実績䛸して確認 N/A

  各パイロット市において開ദされた䜾ッドプ プロジ䜵クトの実績䛸して確認 N/A

－
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ラクティスඹ有イ䝧ントのᩘ

  生活改善アプローチᑟධに関ᚰを♧した市

のᩘ

プロジ䜵クトの実績䛸して確認 N/A

  交代のあった市長や職員の䛂社会開発事業

ガイドブック䛃に関する理ゎ（䠙⤒㦂普及に

必要な知識の有無）

プロジ䜵クトの実績䛸して確認 N/A

  市長が交代したパイロット市における、生活

改善アプローチに関するᩥ᭩のᘬ継䛞状況

プロジ䜵クトの実績䛸して確認 N/A

成ᯝ⏘ฟにྥけて、㔞・質・

タイミン䜾䛸もに㐺ษなᢞධ

が⾜䜟れたか

䜾アテマラഃのᢞධは計画どおりであったか ᢞධ（人員、業務㈝、施タ・㈨機ᮦ等）の計

画䛸実績のẚ㍑

Segeplan 本庁、市長、JICA 専門家 質問票／インタビュー

䜾アテマラഃのᢞධは成ᯝ⏘ฟに↷らして

㐺ษであったか

㐺ษであったかどうかの見ゎ（᰿ᣐྵ䜐） Segeplan 本庁、市長、JICA 専門家 質問票／インタビュー

᪥本ഃのᢞධは計画どおりであったか ᢞධ（人員、業務㈝、施タ・㈨機ᮦ等）の計

画䛸実績のẚ㍑

プロジ䜵クトからのᥦ౪㈨ᩱ ㈨ᩱ䝺ビュー

᪥本ഃのᢞධは成ᯝ⏘ฟに↷らして㐺ษで

あったか

㐺ษであったかどうかの見ゎ（᰿ᣐྵ䜐） Segeplan 本庁、市長、市職員（技

師）、JICA 専門家

質問票／インタビュー

成ᯝ⏘ฟにᙳ㡪したእ㒊

要ᅉはあったか

（እ㒊᮲௳）

パイロット市における἞Ᏻ状況は大き䛟ᝏ໬

していないか䚹している場合、活動実施にᙳ

㡪したか

἞Ᏻ状況のኚ໬ JICA 専門家、市長、普及員 質問票／インタビュー

普及員は継続的に配置されているか䚹してい

ない場合、活動実施にᙳ㡪したか

普及員の配置状況 JICA 専門家、市長 質問票／インタビュー

パイロット市において大つᶍな⮬↛⅏ᐖ（ὥ

Ỉ、ᆅす䜉り）は発生していないか䚹した場

合、活動実施にᙳ㡪したか

大つᶍな⮬↛⅏ᐖ（ὥỈ、ᆅす䜉り）の発

生状況

JICA 専門家、普及員 質問票／インタビュー

（その௚の要ᅉ）

その௚、プロジ䜵クト活動実施にᙳ㡪した要

ᅉはあったか

プロジ䜵クト活動実施にᙳ㡪した要ᅉ JICA 専門家、普及員 質問票／インタビュー

ࢺࢡࣃࣥ࢖（4）

ㄪᰝ㡯┠ 必要な䝕ータ ᝟ሗ※ 䝕ータ཰㞟᪉ἲ

大㡯┠ ᑠ㡯┠

ୖ఩┠ᶆは完了 3䡚4ᖺ後 パイロット市において市Ẹの生活状況は改 市㐠Ⴀランキン䜾の䛂බඹ䝃ービス䛃のᣦᶆ Segeplan ᥦ౪㈨ᩱ ㈨ᩱ䝺ビュー

－
175

－
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に㐩成される見込みがある

か

善する見込みがあるか

生活改善アプローチを用いたプロジ䜵クトを

実施した䜾ループやメン䝞ーの生活状況は

改善する見込みがあるか

生活改善アプローチを用いたプロジ䜵クトを

実施した䜾ループやメン䝞ーの生活改善状

況

プロジ䜵クトの実績（見込み）䛸して確

認

N/A

ୖ఩┠ᶆはプロジ䜵クト実

施のຠᯝ䛸してその発⌧が

見込䜎れるものか

市ᙺ所による社会開発事業の㐠Ⴀが改善す

る䛣䛸により、市Ẹの生活状況が改善する䛣

䛸が見込䜎れるか

プロジ䜵クト┠ᶆ䛸ୖ఩┠ᶆ㛫のロジックの

㐺ษさ

JICA 専門家、市長、Segeplan 本庁・

県支所

質問票／インタビュー

ୖ఩┠ᶆの㐩成にᙳ㡪し

そうなእ㒊要ᅉはあるか

（እ㒊᮲௳）

今後、市Ẹの生活状況にᙳ㡪する⤒῭的要

ᅉはどのようなものがあるか

市Ẹの生活状況にᙳ㡪するྍ⬟ᛶのある

⤒῭的要ᅉ

JICA 専門家、市長、Segeplan 県支

所

質問票／インタビュー

（その௚の要ᅉ）

その௚、今後、市Ẹの生活状況にᙳ㡪する

እ㒊要ᅉはあるか

市Ẹの生活状況にᙳ㡪するྍ⬟ᛶのある

እ㒊要ᅉ

JICA 専門家、市長、Segeplan 県支

所

質問票／インタビュー

ୖ఩┠ᶆ௨እにṇ㈇のイ

ンパクトはあったか

プロジ䜵クト活動により、予ᮇ䛫䛼ṇ㈇のイ

ンパクトはあったか

Segeplan（本庁・県支所）や市ᙺ所䜈のイ

ンパクト

市長、市職員（技師）、普及員、

Segeplan 本庁・県支所

質問票／インタビュー

  予ᮇ䛫䛼ṇ㈇のインパクト JICA 専門家、市長、市職員（技師）、

普及員、Segeplan 本庁・県支所

質問票／インタビュー

（5）持続性

ㄪᰝ㡯┠ 必要な䝕ータ ᝟ሗ※ 䝕ータ཰㞟᪉ἲ

大㡯┠ ᑠ㡯┠

プロジ䜵クトのຠᯝが継続

されるための᮲௳は担保さ

れているか

（ᨻ⟇・ไᗘ面）

䜾アテマラᨻᗓの、⮬἞యによる社会開発

事業㐠Ⴀに関するᨻ⟇にኚ᭦はないか

䛂ᅜ家開発計画䛃（2014 ᖺ）௨㝆のᨻ⟇の

ኚ᭦のྍ⬟ᛶ

Segeplan 本庁 質問票／インタビュー

⮬἞యによる社会開発事業の㐠Ⴀ⬟力を᥎

㐍するᨻ⟇・ไᗘにどのようなものがあるか

ᆅ᪉⮬἞యによる社会開発事業の㐠Ⴀ⬟

力を᥎㐍するᨻ⟇・ไᗘの有無（有る場合

のそのෆᐜ）

Segeplan 本庁 質問票／インタビュー

（యไ面） 完了後、⮬἞యによる社会開発事業の㐠Ⴀ

⬟力ᙉ໬において Segeplan や市ᙺ所はど

のようなᙺ๭を担うか

⮬἞యの社会開発事業の㐠Ⴀ⬟力ᙉ໬に

おける Segeplan のᙺ๭

Segeplan 本庁・県支所、JICA 専門

家、市長、市職員（技師）、普及員

各パイロット市において、普及員の業務᫬㛫

は十分に確保されているか

普及員の業務分ᤸ JICA 専門家、市長、普及員 質問票／インタビュー

－
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－



9

各パイロット市において、今後普及員の配置

はどのように計画されているか

今後の普及員の配置計画 市長、市職員（技師）、普及員 質問票／インタビュー

各パイロット市において、今後、生活改善ア

プローチを用いた事業マネジメントに関する

研修はどの機関の協力を得て実施される予

定か

生活改善アプローチを用いた事業マネジメ

ントに関する研修の委託機関の有無

市長、JICA 専門家 質問票／インタビュー

各パイロット市において、コミュニティでの事

業実施にあたり技術的支援が必要になった

場合、どの機関からどのような支援が受けら

れるか

技術的支援を依頼できる機関の有無 Segeplan 本庁・県支所、市長、市職

員（技師）、JICA 専門家

質問票／インタビュー

（技術面） 各パイロット市の市長・職員の生活改善アプ

ローチを用いた事業マネジメントに関する知

識は十分か

生活改善を用いた事業マネジメントに関す

る認識

市長、市職員（技師）、JICA 専門家、

普及員

質問票／インタビュー

各パイロット市の普及員の生活改善アプロー

チを用いた事業マネジメントに関する知識は

十分か

生活改善を用いた事業マネジメントに関す

る知識、活動実施状況

市長、JICA 専門家、市職員（技師）、

普及員

質問票／インタビュー

各パイロット市において、今後人員（市長、職

員、普及員）の交代・異動があった場合、生

活改善アプローチを用いた事業マネジメント

に関する研修をどのようなものが必要か

今後の生活改善アプローチを用いた事業マ

ネジメントに関する研修計画

市長、JICA 専門家 質問票／インタビュー

各市においてガイドブック、マニュアル等はア

クセスし易い形で管理されているか

ガイドブックの管理状況、アクセス状況 市長、市職員（技師）、普及員 質問票／インタビュー

完了後も質の高い普及員養成は継続される

か

完了後の普及員養成を担う研修機関のカリ

キュラム開発、講師育成状況

JICA 専門家、ダ・ヴィンチ大学 質問票／インタビュー

（財務面） 各パイロット市は社会開発事業実施のため

の予算を十分に確保しているか（今後確保で

きそうか）

各パイロット市の社会開発事業予算実績、

今後の見込み

市長 質問票／インタビュー

各パイロット市は普及員の配置・育成や活動

実施のための予算を十分に確保しているか

（今後確保できそうか）

各パイロット市の普及員の配置・育成や活

動実施のための予算実績、今後の見込み

市長 質問票／インタビュー

－
177

－
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